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れる。表 1.2.1-1 放射性廃棄物の分類を示す。 
高レベル放射性廃棄物の最終処分施設建設地（最終処分施設を建設する地点）は，「特定放射
性廃棄物の最終処分に関する法律（以下，「最終処分法」と略記）」に基づき，概要調査地区の選














                                                  
1  アクチニド：原子番号 89 のアクチニウムから 103 のローレンシウムまでのアクチノイドのうちアクチニウ
ムを除いたものをいう。ネプツニウム以降を超ウラン元素という人工元素で自然界にはほとんど存在しない。 
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 ・１Bq は，放射性核種が崩壊する数が１秒につき１個であるときの量 
 ・α 核種 ：α 線（原子核から放出されるヘリウム原子核）を放出する放射性核種。 








図 1.2.1-1 多重バリアの概念 
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表 1.2.2-1 2000 年レポート(第 3 分冊)における天然バリアの核種移行パラメータ 
対象部位と設定パラメータ値  天然バリアの核種移行  




移行距離（ｍ） 100 800 






動水勾配 i 0.01 
流速   *2 
 










実効拡散係数（m2/s） 3×10-12  
*1. 開口幅（2b）は，経験則 2b= c・√T（なお，c=2，min.0.1, max.10）で，透水量係
数（T）から算出 
*2. 流速 v [m/s]は，動水勾配 i（=0.01），透水量係数 T [m2/s]および開口幅 2b [m]より v＝
（T×i）／2b で算出 




図 1.2.2-1 基本シナリオの概念（河川を通しての核種摂取のケース）。 
 
 
図 1.2.2-2 核種移行プロセス概念図（左：亀裂中，右：粒子間隙中） 
 
















































































































































































































































































































図 1.2.3-1 地上からの地質環境調査における調査対象と調査技術との 
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データフローダイヤグラム 
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図 1.2.3-3 海水と淡水におけるガイベン・ヘルツブルグの関係（核燃料サイクル開発機構 
1999 より引用） 
 
























































































































































数 m 程度の水平層が分解できるものと考えられる。 
(3) フルウェーブトモグラフィ 
フルウェーブトモグラフィは，弾性波トモグラフィで取得されたの波形全体を使って，対























を利用して地下構造を推定する。ここでは，MT 法，CSAMT 法，VLF 法，EM 法について
述べる。 











(2) CSAMT 法 
人工信号を用いた MT 法として資源探査分野で適用されており，最近では地熱や温泉，









流を流すなど，安全面などの制約がある。CSAMT 法と深部探査に MT 法を組み合わせて，
探査深度を増大させ，CSAMT 法の利点である高周波電磁波を解析することで，浅部構造の
高精度化を生かし，深度 1km 以上の比抵抗構造を推定することも考えられる。なお，経験
的な分解能は深度 1km 程度で 100m 程度である。 






する TDEM 法では，深度 1.5km 程度までの比抵抗構造を把握することが可能である。 
(4) VLF 法 
世界各地の VLF 発信局から発信されている大電力の VLF 帯の電磁波を利用し，比抵抗の
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法（Hsieh et al，1985）などがある。クロスホール試験は，水圧パルス法（登坂ほか，1990，
増本ほか，1992），シヌソイダル試験などに分類され，とくに，シヌソイダル試験はスウ
ェーデンのストリパプロジェクトにおいて十分な適用性が示されている（Black et al，1986）。 
 
表 1.4.3-1 岩盤を対象とした原位置での浸透特性評価法 
ルジオン試験 
ダブルパッカー試験 
シングルホール法 Louis の方法 
（単孔式透水試験） 低圧ルジオン試験 
  JFT 
  異方性試験法 
クロスホール法 シヌソイダル試験 
（多孔式透水試験） Hsieh & Neuman 法 
（孔間透水試験） 修正 Hsieh & Neuman 法 
透水試験 
  揚水試験法 
 














































布から Hazen の式や Creager の方法から透水係数が推定される場合もある。 





















ている（たとえば Paillet et al.,1991, Tang and Chen, 1996）。主に石油資源探査で利用さ
れている NMR 検層では，図 2.2.2-1 に示すようにボーリング孔沿いの連続的な透水係数の
推定が可能となっている（たとえば Chang et al.,1994, 中島，2002）。 
  29 
 
図 2.2.2-1 NMR 検層のイメージ図（Schlumberger HP より） 
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図 2.2.4-1 ある特定のサイトの透水係数と比抵抗の関係（Sudo et al.,2004） 
 
 






Kemna et al(2004)は，クロスホールの IP 探査結果から，複素導電率の離相成分が比表面
積に比例することを利用して，Borner et al(1996)が提案した方法（ S por という間隙内部の
表面積に関する量と地層比抵抗係数から透水係数を求める）で透水係数の算出を行っている。
さらに，Slater and Lesmes(2002b)による複素導電率の離相成分と有効粒径（d10 ）の関係
から，有効粒径を推定し，有効粒径から透水係数を求めている(図 2.2.4-2)。 
 
図 2.2.4-2 クロスホール IP 法から求められた透水係数分布 
（(a)Borner の方法 (b) Slater and Lesmes による方法） 
 
岩石物理モデル（たとえば Dvorkin and Nur(1996)の未固結堆積モデル）を仮定すること
で，地盤の P 波速度（Vp）と S 波速度（Vs）のみから透水係数を推定する方法もある。こ
の方法は，Vp と Vs から間隙率と粘土含有量を求め，それらをパラメータとして透水係数
を推定する Kozeny-Carman 式を利用するものである(図 2.2.4-3 および図 2.2.4-4)。 
 
















































図 2.2.4-3 弾性定数のクロスプロットと Dvorkin & Nur モデルの理論曲線 
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案する。 
弾性波を用いた透水係数の把握は，Yamamoto et al.,(1995)や Yamamoto(2003)による一
連の研究がある。これは，多孔質媒質における弾性波速度と透水性の関係を示した Biot 理
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3.弾性波の分散現象に関する基礎理論 















































量として Vbと Vaを定義したが，次に実質的な量については，土粒子部分の体積 Vｓと水自体の
体積 Vｗとがある。その他，間隙の体積 Vｐも実質的な量である。変形した後の状態に着目する
と，Vｐと Vｗは必ずしも等しくなく，互いに独立に変化しうる量である。また，土粒子と間隙水



























1 )1(  （3.1-2） 
固相－液相からなる系における全応力 txσ は，ひずみ dx
due =  を用いて以下の式で表される。 
 



















111  （3.1-4） 
 
α：poroelastic coefficient Ｍ：uniaxial moduli  
 Ｇ：せん断係数 K ：体積弾性率 sK ：固相の体積弾性率（すべて排水条件） 
 ν ：ポアソン比 
 




x φσσ −=  （3.1-5） 
φ ：間隙率， Ｐ：間隙水圧 
 




























1211  （3.1-7） 
 
  as ρρφρ +−= )1(11 ， aρρ −=12 ， af ρφρρ +=22  （3.1-8） 
  kb
2μφ=  （3.1-9） 
 
u  ：固相の変位， w ：液相の変位 
k  ：固有透過度 [m2] μ ：流体の粘性係数 
sρ ：固相の密度， aρ ：the additional coupling density（連成密度）(Biot, 1955) 
fρ ：液相の密度 
 
fa φρβρ )1( −−=   （3.1-10） 
)11(1 φγβ −−=  （3.1-11） 
 
β：tortuosity parameter  ※通常１以上の値をとる 
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ることを考慮したのが，式（3.1-7）に含まれる )( tt wub − の項である。一方，間隙水の部分に
着目すると，今度はその反作用として，骨格部分から方向が逆で大きさが同じ力を受けているこ
とになる。式に )( tt wub −− 等の項が入っているのはこのためである。この力は，骨格と間隙水
を１つの系と見なした場合，内力として働く性質を持っているから，系全体の運動方程式を作る
場合には，当然消滅してしまうことになる。慣性項を無視して，若干の変形をほどこすと圧密の




2μφ=  （3.1-14） 
 
)( tt wub − と透水係数 k は速度のディメンションを持っているので，両者の値のオーダーを比
較してみる。まず透水係数 k は透水性のよい砂等で 10-3m/sec 程度であり，粘土になると
10-8m/sec くらいに小さくなり，岩盤に至っては 10-10m/sec 程度であり，非常に小さい値をとる
  43 
と考えてよい。したがって，今仮に vu ≠ ，つまり骨格と間隙水が若干なりとも相対変位を起こ
しながら運動しているとすると，k が小さいために )( tt wub − 等の項は，慣性項が無視できるほ
ど大きくなってくる。このような場合には，慣性力の影響が消滅して，運動は波動の形で伝わら
ず，熱伝導型の静的な伝わり方をすることになる。  
図 3.1-2 に Biot 理論を用いて描いた周波数と弾性波速度の関係を表した理論曲線を示す。本
論文ではこの周波数－弾性波速度関係から，透水性を評価することを目的としており，以下にそ
の方法を示す。 






μφπ ≅2  （3.1-15） 
この周波数 biotf は図 3.1-2 において矢印で示された周波数であり，弾性波速度の遅い方の速













図 3.1-2 Biot 理論曲線の概念図 
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性質が変化することによって分散が生じるとするものである（図 3.2-1，図 3.2-2 参照）。これ
らのモデルより求められる分散周波数は透水係数の関数となるため，弾性波速度を測定し分散周
波数を調べることで，透水係数を推定することができると提唱されている。  
BISQ 理論が Biot 理論と大きく異なる点は，Biot が弾性波の伝播方向に対して平行な流体の
流れ（Biot’s flow）のみを考えていたのに対して，BISQ 理論では波の伝播方向に対して直行す





これは図 3.2-3 に示す，x 座標，r 座標と同様に，時間 t にも依存するものである。この２次元の
圧力分布を１次元の固体-流体の相互作用方程式に用いるために，r 方向に関するその平均値を算
出する。この平均値は時間 t と座標 x にのみ依存し，固体-流体の相互作用方程式の中に用いら
れる。 
BISQ 理論では，まず Squirt flow の考えを多孔質弾性体モデルに取り入れるために，岩の固
体構造骨格が波の伝播方向に対して平行な一軸方向においてのみ変形することを仮定する。この
横方向への流れを，波の伝播方向軸を軸とする円筒形媒体を用いてモデル化したものが図 3.2-3







  45 
の方が細い亀裂よりも間隙圧の変化が小さいためである。そして岩の基本的な性質であるとみな
される巨視的なパラメータは，周波数，流体の粘性，圧縮性には依存しないことを仮定している。 









図 3.2-2 Squirt Flow 概念図 
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図 3.2-3 Squirt Flow モデル概念図 
 
















fftff ρρφρφρ  （3.2-1） 
 

























φ  （3.2-2） 
 
この方程式は方程式（3.2-2）を２次元軸対象の流れに対して一般化したものである。 
方程式（3.2-2）に代入することで，圧力 P を変位 u，v，w に関係付けると以下の式となる。 
 
  47 
01 =⎟⎟⎠
⎞⎜⎜⎝
⎛ +++−= xttrtxtt uvrvwFP φ
γ  （3.2-3） 
 
x 方向に対する運動方程式に加えて，r 方向における運動方程式を得る事ができる。この方程
式は，エネルギー損失関数（Biot,1956）を用いることで Lagrange 方程式から求められる。 
 




( ) ( ) ( )






























0  （3.2-6） 
 
x 方向における固体の変位と流体の変位は両方とも，r に対して平均化された P と v の値によ
って影響を受けるということを仮定する。言い換えると，平均化された局所的な流れ変数だけが，
全体的な Biot’s flow に影響を与えると言うことである。それゆえ，x 方向における固体の変位 u
と流体の変位 w を以下の式で表現しなおすことができるのである。 
 
( ) ( )



























































この方程式を，r = L における圧力一定の境界条件（例えば，P0 = 0）を用いて解く。ここで L
は円筒形で表される体積の半径であり，圧力平衡に必要な流体の移動距離を意味するパラメータ
である（Dvorkin はこのパラメータを Squirt Flow length と呼び定義している）。その解は， 
 








210 1  （3.2-9） 
 



































































121  （3.2-12） 
 
  49 
前述したように，ここでは平均的な局所流れの圧力 Pavは，運動方程式（3.2-7）における実際
の流体の圧力 P として用いる事ができるということを仮定している。 












121  （3.2-13） 
 
と表され，この係数が F の代わりに用いられる。すなわち，BISQ 理論においては，Biot 理論
における係数，X1,2, Y1,2, A, B, C, は F の代わりに Fsqを用いて計算を行い弾性波速度および減
衰を求める。 




ある。この係数は式中の F であり，Biot 理論においてはこの係数は定数である。一方，BISQ 理
論ではこの係数に相当するのが Fsqであり，この係数は周波数に依存する。 











=  （3.2-14） 
 











/22  （3.2-15） 
 
  50 
この式には，圧力平衡に必要な流体の移動距離を意味するパラメータを示す L が含まれてい
る。式から明らかなように，L の増加に伴って，Fsqは F に近づき，それに伴い BISQ 理論を用
いた結果は Biot 理論を用いた結果に近づいていく。これは，パラメータ L が大きくなると言う



























































ωξ kFLi == ,
2
 （3.2-19） 









図 3.2-4 に BISQ 理論を用いて描いた周波数と弾性波速度の関係を表した理論曲線を示す。
周波数－弾性波速度の関係における分散周波数を bisqf とすると， bisqf は式（3.2-20）より求める
ことが出来る。 
 
  22 L
kK
f fbisq πμφ≅  （3.2-20） 
 
この周波数 bisqf は図 3.2-3 において矢印で示された周波数であり，弾性波速度の遅い方の速
度（ 0V ）から速い方の速度（ ∞V ）に変化する際の変曲点を示している。式(3.2-10)で示したパ
















22 μφπ≅  （3.2-21） 
 
  52 
この関係を用いて，対象とする岩盤に対して物理探査により測定された弾性波速度の分散現象
から，その分散周波数を求め，透水係数を算出する理論を BISQ 理論と呼ぶ。 
 
 



































表 4.2.1-1 実験の対象とした岩石の一覧 
岩種
 岩石名 岩石サンプル名 
数
量 供試体寸法 備 考 
多胡砂岩１ 1 直径 50mm 
高さ 50mm  
多胡砂岩 
多胡砂岩２ 1 直径 50mm 
高さ 100mm  




珪藻泥岩 珪藻泥岩 1 直径 50mm， 
高さ 50mm 珠州市 







高さ 100mm  
堆積岩
 
硬質頁岩 硬質頁岩 1 直径 50mm， 
高さ 100mm  
大島花崗岩 大島花崗岩 1 直径 50mm， 
高さ 50mm  
花崗岩 破砕部含む花崗
岩 1 80mm×100mm×100mm 
スイス Nagra＊）の地下実験
施設内で採取した岩石 

















真鍮 真鍮 1 直径 50mm， 
高さ 150mm Cu：Zn＝7：3 
その他
 
ステンレス ステンレス 2 直径 50mm， 
高さ 100mm SUS304 







こととした。なお，石英，アルカリ長石および斜長石は最大粒径 5mm で，2～4mm のものが
多く，黒雲母は最大粒径 3mm で，普通 1mm 以下である。 
本実験においては，まず３方向の面に対し平行に切り出した 30cm×30cm×30cm の立方体
の稲田花崗岩を分割することによって直方体の供試体（15cm×10cm×7.5cm）24 個を作製し
た（図 4.2.2-1）。稲田花崗岩は互いにほぼ直交する 3 つの割れやすい面が存在し，割れやすい
 55 
順にそれぞれ rift plane, grain plane および hardway plane と呼ばれている。直方体の供試体
作製の際には，長軸（辺長 15cm の方向）に直交する面を最も割れやすい rift plane とした。 
 
 




非プログラマブル・電熱式の加熱炉 B の 2 種類を使用した（図 4.2.2-2）。加熱炉 A はプログラ
ム設定が可能なため，最高加熱温度を 2 時間持続した。一方，加熱炉 B ではプログラムによる
温度管理ができなかったため，温度計による温度管理を行った。各直方体の供試体の加熱履歴




図 4.2.2-2 使用した加熱炉の概要 
 
 






































−=  (m3)， wρ ：水の単位体積重量(kg/m3) 
     Vv：空隙の体積(m3) 
 
(2) 間隙率の測定 
 密度（飽和状態）の測定は，同じく ISRM 指針に準拠した方法と水銀圧入法による方法のど
ちらか 1 つの方法で実施した。 
測定手順は，以下のとおりである。 
① 供試体を温度 60℃にて 24 時間以上乾燥した後（質量変化が無くなるまで），乾燥デシ
ケータ内で室温まで冷まし，乾燥重量（W1）を測定した。 
② 試料を 72 時間以上浸水および真空脱気を行い（質量変化が無くなるまで），強制湿潤状
態の水中質量（W2）と空中重量（W3）を測定した。 
③ 測定した各質量（W1,W2,W3）を用いて，有効間隙率を次式により算出した。 













トグレーブにセットし圧力を 0MPa から約 413MPa まで上昇させた。昇圧過程は約 1
時間程度で，供試体に圧入した水銀の体積は静電容量方式で測定した。 
② 水銀が進入する場合，次式が成立する。 
θσ cosSPA =  
ここで， P ：圧入圧力， A：細孔断面の面積， S ：周囲の長さ 
σ ：表面張力，θ ：水銀の接触角 
細孔が亀裂であり，またその断面形状が長方形であると仮定すると，上式は以下のよう
に書き換えることができる。 
( ) PWllW θσ cos2=+  
ここで， l ：亀裂の長さ， w：亀裂の幅 
また，亀裂の幅がその長さに比べてはるかに小さい場合( w≫ l )，上式は次式でさらに近
似できる。 
PW
θσ cos2=  





















































⑤ 供試体の動ポアソン比 νd，動せん断弾性係数 Gd と動弾性係数 Ed は，次の式により算出
した。 










std VG ⋅= ρ        (kN/m2) 
  ddd GE ⋅+= )1(2 ν   (kN/m2)  
 ここで，Vp：P 波速度 (m/s)，Vs：S 波速度 (m/s)， tρ ：測定状態における供試体の密度(g/cm3) 
 
4.3.2 試験結果 
 物性値に関する試験結果を表 4.3.2-1～表 4.3.2-3 にそれぞれ示す。これら試験結果のうち，
稲田花崗岩１と稲田花崗岩２の間隙率の結果を見ると，履歴温度が高いほど間隙率が大きく，
所期の目的を達成できたことが確認できる。 














多胡砂岩１ 49.49 99.92 1.92×10-4 403.79 2.181 
多胡砂岩 
多胡砂岩２ 49.49 99.92 1.92×10-4 422.30 2.197 
泥岩 泥岩 49.54 99.90 1.92×10-4 383.68 2.196 
珪藻泥岩 珪藻泥岩 49.61 100.16 1.93×10-4 258.48 1.332 
緑色凝灰岩 緑色凝灰岩 49.79 100.29 1.95×10-4 374.67 1.925 
軽石凝灰岩１ 59.87 121.40 3.42×10-4 533.26 1.560 
軽石凝灰岩２ 59.38 120.52 3.33×10-4 528.41 1.583 軽石凝灰岩 
軽石凝灰岩３ 59.53 120.10 3.33×10-4 533.02 1.595 
堆積岩
 
硬質頁岩 硬質頁岩 50.00 100.16 1.97×10-4 370.45 1.884 




51.60 100.62 2.10×10-4 516.80 2.670 
稲 田 花 崗 岩 ２
（0℃） 
49.74 103.54 2.01×10-4 524.12 2.605 
稲 田 花 崗 岩 ２
（300℃） 
51.90 99.95 2.11×10-4 552.35 2.612 
結晶質岩
 稲田花崗岩 
稲 田 花 崗 岩 ２
（600℃） 




表 4.3.2-2 間隙率の測定結果 
岩
種 
岩石名 岩石サンプル名 測定方法 有効間隙率（％） 備 考 
多胡砂岩１ ISRM 指針 25.7  
多胡砂岩 
多胡砂岩２ 水銀圧入式 24.17  
泥岩 泥岩 ISRM 指針 36.5  
珪藻泥岩 珪藻泥岩 ISRM 指針 75.8  
緑色凝灰岩 緑色凝灰岩 ISRM 指針 38.5  
軽石凝灰岩１ 水銀圧入式 55.53  
軽石凝灰岩２ 水銀圧入式 54.21  軽石凝灰岩 
軽石凝灰岩３ 水銀圧入式 53.98  
堆積岩
 
硬質頁岩 硬質頁岩 水銀圧入式 37.92  
大島花崗岩 大島花崗岩 ISRM 指針 0.837  
花崗岩 破砕部含む花崗岩 ISRM 指針 2.15  
稲田花崗岩１（100℃） ISRM 指針 0.888  
稲田花崗岩１（150℃） ISRM 指針 0.988  
稲田花崗岩１（250℃） ISRM 指針 0.967  
稲田花崗岩１（300℃） ISRM 指針 1.124  
稲田花崗岩１（400℃） ISRM 指針 1.347  
稲田花崗岩１（500℃） ISRM 指針 1.789  
稲田花崗岩２（0℃）  0.477  
稲田花崗岩２（300℃） 水銀圧入式 0.712  
結晶質岩
 稲田花崗岩 
稲田花崗岩２（600℃） 水銀圧入式 5.5  
 
表 4.3.2-3 超音波速度測定の結果（飽和状態） 





動ポアソン比 備 考 
多胡砂岩１ 14300 5310 0.350  
多胡砂岩 
多胡砂岩２ 14300 5310 0.350  
泥岩 泥岩 1720 589 0.459  
珪藻泥岩 珪藻泥岩 254 85.3 0.486  
緑色凝灰岩 緑色凝灰岩 4010 1440 0.391  
軽石凝灰岩１ 1550 535 0.450  
軽石凝灰岩２ 1640 566 0.449  軽石凝灰岩 
軽石凝灰岩３ 1610 555 0.451  
堆積岩
 
硬質頁岩 硬質頁岩 4590 1660 0.384  




8700 17000 0.250 基岩部のみ 
稲田花崗岩１（温
度） 
－ － － 測定せず 
稲 田 花 崗 岩 ２
（0℃） 
－ － － 測定せず 
稲 田 花 崗 岩 ２
（300℃） 
41300 16500 0.253  
結晶質岩
 稲田花崗岩 
稲 田 花 崗 岩 ２
（600℃） 







































  tf eVV
VPPP α−⋅+⋅Δ=− 21
2
















表 4.4.1-1 実施した室内透水試験の一覧 
岩種 岩石名 岩石サンプル名 適用した試験法 備 考 
多胡砂岩１ 変水位法  
多胡砂岩 
多胡砂岩２ 変水位法  
泥岩 泥岩 変水位法  
珪藻泥岩 珪藻泥岩 変水位法  
緑色凝灰岩 緑色凝灰岩 変水位法  
軽石凝灰岩１ 変水位法  
軽石凝灰岩２ 変水位法  軽石凝灰岩 
軽石凝灰岩３ 変水位法  
堆積岩
 




大島花崗岩 大島花崗岩 トランジェントパルス法  
花崗岩 破砕部含む花崗岩 定水位法  
稲田花崗岩１（温度） トランジェントパルス法  
結晶質岩
 稲田花崗岩 稲田花崗岩２（温度） 変水位法 稲田花崗岩２（0℃）除く 
 
4.4.2 試験結果 




























(1)変水位法（多胡砂岩）    (2)トランジェントパルス法（稲田花崗岩１） 
図 4.4.2-1 透水試験の結果の一例 
 64 
 
表 4.4.2-1 透水試験の結果 
岩種 岩石名 岩石サンプル名 透水係数 (cm/s) 備 考 
多胡砂岩１ 2.61×10-6  
多胡砂岩 
多胡砂岩２ 2.61×10-6  
泥岩 泥岩 5.91×10-9  
珪藻泥岩 珪藻泥岩 3.63×10- 7  
緑色凝灰岩 緑色凝灰岩 2.69×10-9  
軽石凝灰岩１ 1.16×10-5  
軽石凝灰岩２ 7.44×10-6  軽石凝灰岩 
軽石凝灰岩３ 3.83×10-6  
堆積岩
 
硬質頁岩 硬質頁岩 1×10-5～10-6 
岩石コアを採取したボーリング孔内
で原位置透水試験を実施 
大島花崗岩 大島花崗岩 2.19×10-10  
花崗岩 破砕部含む花崗岩 6.68×10-8  
稲田花崗岩１（100℃） 1.10×10-9  
稲田花崗岩１（150℃） 1.01×10-9  
稲田花崗岩１（250℃） 5.88×10-9  
稲田花崗岩１（300℃） 1.05×10-8  
稲田花崗岩１（400℃） 4.94×10-8  
稲田花崗岩１（500℃） 1.21×10-7  
稲田花崗岩２（0℃） 1.10×10-9  
稲田花崗岩２（300℃） 2.25×10-8  
結晶質岩
 稲田花崗岩 






波速度測定を行った。この際，図 4.5.1-1～図 4.5.1-4 に示す 4 種類の測定システムを使って





      
(1)計測システムの概要             (2)計測状況 
図 4.5.1-1 計測システム１による弾性波測定試験の概要 
 
     
(1)計測システムの概要               (2)計測状況 
図 4.5.1-2 計測システム２による弾性波測定試験の概要 
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(1) 計測システムの概要              (2)計測状況 





























    
(1) 計測システムの概要            (2)計測状況 
図 4.5.1-4 計測システム４による弾性波測定試験の概要 
表 4.5.1-1 使用した計測システム一覧 
岩 種 岩石名 システム名 備 考 
多胡砂岩１ 計測システム１  
多胡砂岩２ 計測システム２  
泥岩 計測システム１  
珪藻泥岩 計測システム１  
緑色凝灰岩 計測システム１  
軽石凝灰岩 計測システム２  
堆積岩 
硬質頁岩 計測システム２  
大島花崗岩 計測システム１  
破砕部含む花崗岩 計測システム３ 3 箇所（破砕部に平行方向，破砕部に
垂直方向，基岩部）で測定 
稲田花崗岩１（温度） 計測システム４  
結晶質岩 
稲田花崗岩２（温度） 計測システム２  
真鍮 計測システム４  その他 
ステンレス 計測システム１  
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表 4.5.1-2  計測システムの仕様 
仕 様 項 目 
計測システム１ 計測システム２ 計測システム３ 計測システム４ 
使用した振動子 6 種類 
(100kHz ， 200kHz ，





(40kHz ， 100kHz ，




(40kHz ， 100kHz ，




200kHz ， 400kHz ，





の 6 種類 
(軽石凝灰岩) 
30～5000kHz の 20 種
類 
(軽石凝灰岩以外) 
30～1100kHz の 19 種
類 
100kHz～2.25MHz 内
の 9 種類 
10kHz～1.0MHz 内の
20 種類 
振動子の圧着力 141.82 kN/m2   24.5kN/m2 以下 



























     
(1)計測システム２による場合     (2) 計測システム４による場合（200℃熱処理） 

















































































































































































(3)珪藻泥岩               (4)緑色凝灰岩 


















































(5)軽石凝灰岩                (6)硬質頁岩 
































   




























































































図 4.6.3-1 弾性波速度と周波数の関係（結晶質岩の場合） 
 
4.7 感度分析 









係数，ポアソン比と Squirt length である。 
 72 
以下，Biot 理論と BISQ 理論の場合の感度分析の結果を示す。 
 
4.7.1 Biot 理論の感度分析 
Biot 理論の感度分析の結果を図 4.7.1-1，表 4.7.1-1 と表 4.7.1-2 に示す。各物性値につ























































































































































































図  4.7.1-1 Biot 理論に対する感度解析結果 
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1.00E-11 4.00E+09 3248.5 3339.7 91.2 k 
 [m/s] 1.02E-07 3.91E+06 3248.5 3339.7 91.2 透水係数 
変化率 1.02E+03 9.78E-04 1 1 1 
0.03 1.79E+06 3449.3 3450 0.7 
φ[m/s]
0.5 2.98E+07 3082.8 3350.6 267.8 間隙率 
変化率 16.7 16.7 0.89 0.97 383 
0.3 1.53E+07 2919.9 2991.9 72 ν 
[－] 0.4 1.53E+07 3821.6 3916.2 94.6 
飽和時の 
ポアソン比 
変化率 1.33 1 1.31 1.31 1.31 
8.00E+09 1.53E+07 3334.1 3537.8 203.7 
(1.0E+10) (1.53E+07) (3248.5) (3339.7) (91.2) 
Ks   
[N/m2]
1.20E+10 1.53E+07 3266.8 3332.5 65.7 
固体の 
体積弾性率 
変化率 1.5 1 0.98 0.94 0.32 
8.00E+09 1.53E+07 3274.4 3336.2 61.8 
(1.0E+10) (1.53E+07) (3248.5) (3339.7) (91.2) 
K   
[N/m2]
1.20E+10 1.53E+07 3289.4 3440.6 151.2 
飽和時の 
体積弾性率 
変化率 1.5 1 1 1.03 2.45 
5.00E+09 1.53E+07 3152.9 3242.2 89.3 G   
[N/m2] 8.00E+09 1.53E+07 3988.2 4095.7 107.5 
飽和時の 
せん断係数 
変化率 1.6 1 1.26 1.26 1.2 
※ 変化率は変化後の値を変化前の値で除したもので，表中の()内の数値は Ks=K となる時の値である． 
 
表 4.7.1-2 各物性値の Biot 理論解への影響程度 







飽和時の   
せん断係数 
fbiot ○ ○ × × × × 
V0 × ○ ○ ○ ○ ○ 
V∞ × ○ ○ ○ ○ ○ 
V∞―V０ × ◎ ◎ ◎ ○ ○ 
 
4.7.2 BISQ 理論の感度分析 




・ 分散周波数に影響を与える物性値は透水係数，間隙率と Squirt length であり，特に
Squirt length は大きな影響を与える。 
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・ 弾性波速度 V∞に影響を与える物性値は，間隙率，ポアソン比とせん断弾性係数である。 
・ 弾性波速度 V0 に影響を与える物性値は，透水係数と Squirt length 以外の物性値であ
る。 
・ 速度変化に影響を与える物性値についても，透水係数と Squirt length 以外の物性値で
あるが，特に固体の体積弾性率と飽和時の体積弾性率は大きな影響を与える。 











































































































































































































図  4.7.2-1 BISQ 理論に対する感度分析結果 
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1.00E-12 3.90E+02 3329.7 3333.7 4 k [m/s] 
3.28E-08 1.28E+07 3328.6 3333 4.4 透水係数 
変化率 3.28E+04 3.28E+04 1 1 1 
0.1 5.85E+04 3369.4 3376.8 7.4 
φ[m/s] 
0.2 2.92E+04 3289.2 3293 3.8 間隙率 
変化率 2 0.5 0.98 0.98 0.51 
0.2 3.90E+04 2611.2 2617.6 6.4 
ν[－] 
0.22 3.90E+04 3174.4 3179.7 5.3 
飽和時の   
ポアソン比 
変化率 1.1 1 1.22 1.21 0.83 
9.00E+09 3.90E+04 3328.6 3352.2 23.6 
(1.0E+10) (3.90E+04) (3328.6) (3328.6) (0.00) 
Ks   
[N/m2] 
1.10E+10 3.90E+04 3328.6 3338.3 51.7 
固体の 
体積弾性率 
変化率 1.22 1 1 1(0.995) 2.19 
9.00E+09 3.90E+04 3328.6 3340.3 11.7 
(1.0E+10) (3.90E+04) (3328.6) (3328.6) (0.00) 
K   
[N/m2] 
1.10E+10 3.90E+04 3328.6 3345.9 59.3 
飽和時の 
体積弾性率 
変化率 1.22 1 1 1(1.001) 5.07 
5.00E+09 3.90E+05 3230.6 3236 5.4 G   
[N/m2] 5.03E+09 3.90E+05 3240.3 3245.6 5.3 
飽和時の 
せん断係数 
変化率 1.01 1 1(1.003) 1(1.002) 0.98 
1.00E-05 2.44E+06 3328.6 3333.9 5.3 
L[m] 
3.20E-04 2.38E+03 3328.6 3333.9 5.3 Squirt length 
変化率 3.20E+01 9.75E+02 1 1 1 
※ 変化率は変化後の値を変化前の値で除したもので，表中の()内の数値は Ks=K となる時の値である． 
 
表 4.7.2-2 各物性値の BISQ 理論解への影響程度 
  透水係数 間隙率 
固体の 
体積弾性率 
飽和時の   
体積弾性率 
飽和時の   
ポアソン比 




fbisq  ○ ○ × × × × ◎ 
V∞    × ○ × × ○ ○ × 
V0 × ○ ○ ○ ○ ○ × 
V∞―V０  × ○ ◎ ◎ ○ ○ × 
 











































   
 






















(1)多胡砂岩１                (2)多胡砂岩２ 













































































































(5)緑色凝灰岩                (6)硬質頁岩 
 















































(7)軽石凝灰岩１               (8)軽石凝灰岩２ 
 























(9)軽石凝灰岩３    









を図 4.8.2-1 に示す。 
本図に示すとおり，いずれの場合においても，感度分析結果を考慮したが，結果的には弾
性波速度測定の結果に Biot 理論曲線をフィッティングさせることができなかった。 
 

























     





















      (1)大島花崗岩                (2)稲田花崗岩２（0℃） 






















    






















(3)稲田花崗岩２（300℃）           (4)稲田花崗岩２（600℃） 
図 4.8.2-1 弾性波速度測定の結果に Biot 理論曲線をフィッティングさせた結果 
(結晶質岩の場合) 
 
4.8.3 Biot 理論へのフィッティング結果の検討 










・ 結晶質岩については，Biot 理論を適用できないと考えられる。 
 
表 4.8.3-1 Biot 理論曲線をフィッティングさせた結果の一覧 







泥岩 泥岩 × 
珪藻泥岩 珪藻泥岩 × 
緑色凝灰岩 緑色凝灰岩 × 
軽石凝灰岩１ ○ 




硬質頁岩 硬質頁岩 ○ 
大島花崗岩 大島花崗岩 × 

















あるうえ，相関係数 R2 は 0.9 であり，それらの相関性が高いと言える。この正の相関性は，
Biot 理論（透水係数は間隙率に比例）と整合的である。一方，(2)の室内試験より取得した透水



























































(1)透水係数と間隙率の関係           (2)透水係数の関係 
図 4.8.3-1 Biot 理論の適用性の検証（堆積岩の場合） 
 
表 4.8.3-2  透水係数の比較（堆積岩の場合） 
透水係数(cm/s) 
岩種 岩石名 岩石サンプル名 Biot 理論より算出し
た結果(A) 
室内試験の結果(B) B/A 
多胡砂岩１ 2.04×10-7 2.61×10-6 12.8 
多胡砂岩 
多胡砂岩２ 5.61×10-5 2.61×10-6 0.047 
泥岩 泥岩 （フィッティングさせることができなかった） 
珪藻泥岩 珪藻泥岩 （フィッティングさせることができなかった） 
緑色凝灰岩 緑色凝灰岩 （フィッティングさせることができなかった） 
軽石凝灰岩１ 5.61×10-4 1.16×10-5 0.021 
軽石凝灰岩２ 6.44×10-4 7.44×10-6 0.012 軽石凝灰岩 
軽石凝灰岩３ 6.83×10-4 3.83×10-6 0.005 
堆積岩
 
硬質頁岩 硬質頁岩 1.00×10-4 1.00×10-5 0.100 
 
4.9  BISQ 理論へのフィッティング 
4.9.1 パラメータ L について 
BISQ 理論によると，透水係数 k は，次式のとおり表示される。 
fK
Lfk
22 μφπ=  
 ここに， f ：分散周波数， μ ：流体の粘性係数，φ ：間隙率 
     L ：Squirt length， fK ：流体の体積弾性率 
 ここで，パラメータ L は Squirt length であり，弾性波速度測定の結果に対して BISQ 理論
曲線のフィッティングを行うためには，このパラメータ L を決定する必要がある。パラメータ
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室内試験の結果）を定数，パラメータ L を変数として弾性波速度測定結果に対して BISQ 理
論解をフィッティングさせた。BISQ 理論解をフィッティングさせた結果とそのときのパラ
メータ L の結果を図 4.9.2-1 に示す。本図より，稲田花崗岩１の弾性波速度測定の結果に
BISQ 理論曲線が比較的良くフィッティングしている。また，室内試験で得られた透水係数
と BISQ 理論より得たパラメータ L の関係を図 4.9.2-2 に示す。本図より，透水係数とパラ
メータ L の相関性は高く，その相関は，BISQ 理論による式（透水係数がパラメータ L の 2
乗に比例する関係）に近い近似式で表現できることがわかる。さらに，履歴温度とパラメー






と判断し，他の岩種についてもこの結果を適用した。ただし，この際のパラメータ L は，図 
4.9.2-3 に示すパラメータ L と履歴温度の関係（近似曲線）を使って，履歴温度 0℃の場合を

























































(1)稲田花崗岩１(100℃)             (2)稲田花崗岩１(150℃) 




























































(3)稲田花崗岩１(250℃)             (4)稲田花崗岩１(300℃) 



























   




























(5)稲田花崗岩１(400℃)             (6)稲田花崗岩１(500℃) 





































































   





















(1)履歴温度とパラメータ L の関係        (2)履歴温度と平均開口幅の関係 




解をフィッティングする際に使用したパラメータ L の一覧を表 4.9.2-1 に示す。本表に示すと
おり，大島花崗岩については 2 種類，破砕部含む花崗岩については 1 種類，稲田花崗岩２（温
度）については 4 種類のパラメータを設定した。設定したパラメータのうち，開口幅について
は，結晶質岩のような亀裂性の岩石においては，岩石中のマイクロクラックが間隙流体の移動










表 4.9.2-1 使用したパラメータ L（稲田花崗岩以外の結晶質岩の場合） 
物性値(m) 岩石サンプル名 

















   































これらのパラメータ L を使って，弾性波速度測定に BISQ 理論をフィッティングさせた結果
を図 4.9.2-4～図 4.9.2-8 に示す。これらの図を見ると，すべての岩種の弾性波速度測定の結果
に BISQ 理論曲線が比較的良くフィッティングしているように見える。  
 






















































(1)L＝稲田花崗岩１より推定した場合       (2)L＝平均空隙径の場合 































図 4.9.2-5 弾性波速度測定に BISQ 理論をフィッティングさせた結果 
（破砕部含む花崗岩の場合） 




















   





















(1)L=平均開口幅の場合           (2)L=最大開口幅の場合 










































(3)L=最頻度開口幅の場合          (4)L=平均粒径の場合 























































(1)L=平均開口幅の場合           (2)L=最大開口幅の場合 














































(3)L=最頻度開口幅の場合          (4)L=平均粒径の場合 
図 4.9.2-7 弾性波速度測定に BISQ 理論をフィッティングさせた結果 
（稲田花崗岩２（300℃）の場合） 










































(1)L=平均開口幅の場合           (2)L=最大開口幅の場合 
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(3)L=最頻度開口幅の場合          (4)L=平均粒径の場合 











表 4.9.3-1 堆積岩の場合に適用したパラメータ L 














































































(1) L＝稲田花崗岩１より推定した場合     (2) L＝Dvorkin による値の場合 
図 4.9.3-1 弾性波速度測定に BISQ 理論をフィッティングさせた結果（多胡砂岩１の場合） 






























 図 4.9.3-2 弾性波速度測定に BISQ 理論をフィッティングさせた結果（珪藻泥岩） 
 

























   






























 (1) L＝稲田花崗岩１より推定した場合       (2) L＝粒径の場合 


















































   





























 (1) L＝稲田花崗岩１より推定した場合       (2)L＝平均空隙径の場合 
図 4.9.3-4 弾性波速度測定に BISQ 理論をフィッティングさせた結果（緑色凝灰岩の場合） 
 
4.9.4 BISQ 理論へのフィッティング結果の検討 















表 4.9.4-1  BISQ 理論曲線をフィッティングさせた結果の一覧 
岩
種 
















































































4.10 Biot 理論，BISQ 理論の適用性評価 
4.10.1 Biot 理論 
 前記において Biot 理論曲線をフィッティングさせた結果から検討した結果をまとめて，表 





















































多胡砂岩１ ○ 高い 差が小さい 
多胡砂岩 
多胡砂岩２ ○ 高い 差が大きい 
泥岩 泥岩 × － － 
珪藻泥岩 珪藻泥岩 × － － 
緑色凝灰岩 緑色凝灰岩 × － － 
軽石凝灰岩１ ○ 高い 差が大きい 
軽石凝灰岩２ ○ 高い 差が大きい 軽石凝灰岩 
軽石凝灰岩３ ○ 高い 差が大きい 
堆積岩
 
硬質頁岩 硬質頁岩 ○ 高い 差が小さい 
大島花崗岩 大島花崗岩 × － － 
花崗岩 破砕部含む花崗岩 （フィッティング未実施） 
稲田花崗岩１（温度） （フィッティング未実施） 
稲田花崗岩２（0℃） × － － 
稲田花崗岩２（300℃） × － － 
結晶質岩
 稲田花崗岩 




透水係数の比較結果について）差が小さい：室内試験の結果と比較し，その差が 10 倍以下の場合 
              差が大きい：室内試験の結果と比較し，その差が 10 倍より大きい場合 
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多胡砂岩１ ○ 2.61×10-6 
多胡砂岩 
多胡砂岩２ ○ 2.61×10-6 
泥岩 泥岩 × 5.91×10-9 
珪藻泥岩 珪藻泥岩 × 3.63×10- 7 
緑色凝灰岩 緑色凝灰岩 × 2.69×10-9 
軽石凝灰岩１ ○ 1.16×10-5 
軽石凝灰岩２ ○ 7.44×10-6 軽石凝灰岩 
軽石凝灰岩３ ○ 3.83×10-6 
堆積岩
 
硬質頁岩 硬質頁岩 ○ 1×10-5 
大島花崗岩 大島花崗岩 × 2.19×10-10 
花崗岩 破砕部含む花崗岩 （フィッティング未実施） 
稲田花崗岩１（温度） （フィッティング未実施） 
稲田花崗岩２（0℃） × 1.10×10-9 
稲田花崗岩２（300℃） × 2.25×10-8 
結晶質岩
 稲田花崗岩 























さらに，間隙率については，Biot 理論における間隙率の変化を示す次式で表される係数 Q が，
間隙率が非常に大きい場合に，負の値になることがわかっている。 
 Q








φφαα 11111  
 本実験では，珪藻泥岩がこの場合にあてはまり，間隙率が仮に測定値の 0.758 から 0.700 に
変えると，図 4.10.1-3(2)のように，理論解を得ることができる。 
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 このように，間隙または間隙率が Biot 理論の適用限界の１つであると考えられる。 



















































(1)間隙率 0.758（室内試験の結果）を使用した場合       (2)間隙率を 0.700 と仮定した場合 
図 4.10.1-3 Biot 理論をフィッティングさせた結果（珪藻泥岩の場合） 
 
4.10.2 BISQ 理論 




まず，間隙率（室内試験）と BISQ 理論より算定した透水係数の関係を図 4.10.2-1 と図 
4.10.2-2 に示す。堆積岩については，パラメータ L が稲田花崗岩１より推定した場合とそれ以
外の場合に分けて関係を求めた。しかし，図 4.10.2-1 を見ると，いずれの場合も BISQ 理論と
整合する結果（透水係数が間隙率に比例する関係）ではなかった。堆積岩全体で見ても，BISQ
理論と整合する結果ではなかった。また，結晶質岩については，稲田花崗岩１，稲田花崗岩２




・ 稲田花崗岩２の場合，設定したパラメータ L ごとに見てみると，間隙率と透水係数の

























































































図 4.10.2-1 間隙率と透水係数の関係（堆積岩の場合） 
 


























   
























   




























(1)稲田花崗岩１の場合       (2)稲田花崗岩２(L =平均開口幅)   (3)稲田花崗岩２(L =最大開口幅) 





























   






















































(4)稲田花崗岩２(L =最頻度開口幅)    (5)稲田花崗岩２(L =平均粒径)         (6)結晶質岩の全データ 
図 4.10.2-2 間隙率と透水係数の関係（結晶質岩の場合） 
 
 次に，パラメータ L と BISQ 理論より算出した透水係数の関係を図 4.10.2-3 と図 4.10.2-4
に示す。堆積岩については，間隙率との場合と同様，パラメータ L が稲田花崗岩１より推定し
た場合とそれ以外の場合に分けて関係を求めた。図 4.10.2-3 を見ると，次のことがわかる。 








・ パラメータ L が稲田花崗岩１より推定した場合以外の場合と堆積岩の全データでは，
パラメータ L と透水係数の関係は，相関係数 R2=1 のため，完全な線形関係にある。た
だし，これはおよそ 2.0×10－6(cm/s)の透水係数の値による影響が大きく，相関グラフ
から（図 4.10.2-3(4)参照），完全な線形関係ではないことがわかる。 
・ 以上より，堆積岩の場合について，BISQ 理論（透水係数はパラメータ L2 に比例する
関係）と整合したものと判断できなかった。 






・ 稲田花崗岩２（L＝平均粒径）の場合は，パラメータ L は同値であるが，間隙率が異な
る。 





























      

















































       




































(3) 堆積岩の全データ (4) 堆積岩の全データ（一部拡大） 
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(1)稲田花崗岩１の場合       (2)稲田花崗岩２(L=平均開口幅)     (3)稲田花崗岩２(L =最大開口幅) 


















































































(4)稲田花崗岩２(L =最頻度開口幅)    (5)稲田花崗岩２(L =平均粒径)         (6)結晶質岩の全データ 
図 4.10.2-4 パラメータ L と透水係数の関係（結晶質岩の場合） 
 
さらに，BISQ 理論より算出した透水係数と室内試験より求めた透水係数を比較した結果を
表 4.10.2-1 と表 4.10.2-2 に示す。堆積岩の場合，表 4.10.2-1 を見ると，次のことがわかる。 
・ 同一の岩石でも設定したパラメータ L により得られた透水係数が異なる。 
・ 多胡砂岩１の場合，設定したパラメータ L により算出された透水係数が異なり，パラ
メータLがDvorkin et.al(1994)による値に設定した場合には透水係数がほぼ一致した。 
・ 泥岩の場合も，設定したパラメータ L により算出された透水係数が異なったが，多胡
砂岩１の場合に比べ，その差は小さく，透水係数はほぼ一致した。 
・ 緑色凝灰岩の場合も，設定したパラメータ L により算出された透水係数が異なり，泥
岩の場合に比べ，その差は大きかった。緑色凝灰岩の場合は，パラメータ L が平均空
隙径の場合に，透水係数がほぼ一致した。 









・ 大島花崗岩の場合，設定したパラメータ L により算出された透水係数が異なり，パラ
メータ L が稲田花崗岩１より推定した場合に透水係数がほぼ一致した。 
・ 破砕部含む花崗岩の場合，透水係数は 4 桁程度と大きく異なった。 
・ 稲田花崗岩２でパラメータ L が平均開口幅の場合，稲田花崗岩２（0℃）の場合は透水
係数がほぼ一致したが，それ以外の場合は大きく異なった。 
・ 稲田花崗岩２でパラメータ L が最大開口幅の場合，稲田花崗岩２（0℃）と稲田花崗岩
２（300℃）の場合は透水係数がほぼ一致したが，稲田花崗岩２（600℃）の場合は大
きく異なった。 
・ 稲田花崗岩２でパラメータ L が最頻度開口幅の場合は，いずれの場合も透水係数は大
きく（4 または 5 桁オーダーで）異なった。 
・ 稲田花崗岩２でパラメータ L が平均粒径の場合，稲田花崗岩２（600℃）の場合は透水
係数がほぼ一致したが，それ以外の場合は大きく（4 桁オーダーで）異なった。 
・ 稲田花崗岩２全体で見ると，上記のような結果や図 4.10.2-5 の結果を考慮すると，ど
のパラメータ L が最適であったかは一概に決定できない。 
 
表 4.10.2-1 透水係数の比較結果（堆積岩の場合） 
透水係数(cm/s) 






2.09×10－9 2.61×10－6 1250 
多胡砂岩１ 
L＝Dvorkin による値 2.13×10－6 2.61×10－6 1 
L＝稲田花崗岩１より推
定した場合 
4.73×10－9 5.91×10－9 1 
泥岩 
L＝粒径の場合 1.48×10－9 5.91×10－9 4 
L＝稲田花崗岩１より推
定した場合 
8.07×10－11 2.69×10－9 33 
緑色凝灰岩 
L＝平均空隙径の場合 1.61×10－9 2.69×10－9 2 
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表 4.10.2-2 透水係数の比較結果（結晶質岩の場合） 
透水係数(cm/s) 






6.57×10－11 2.19×10－10 3 
大島花崗岩 
平均空隙径 5.48×10－14 2.19×10－10 4000 
破砕部含む花崗岩
のうち破砕部 
平均粒径 2.00×10－7 6.68×10－6 33 
0℃ 1.50×10-10 1.10×10- 9 7 
300℃ 2.25×10-11 2.25×10- 8 1000 平均開口幅 
600℃ 2.35×10- 9 3.35×10- 5 14255 
0℃ 1.10×10- 8 1.10×10- 9 0.1 
300℃ 1.25×10- 8 2.25×10- 8 1.8 最大開口幅 
600℃ 3.35×10- 8 3.35×10- 5 1000 
0℃ 4.10×10-14 1.10×10- 9 26829 
300℃ 7.25×10-13 2.25×10- 8 31034 最頻度開口幅 
600℃ 4.35×10- 9 3.35×10- 5 7701 
0℃ 3.10×10- 6 1.10×10- 9 0.0004 
300℃ 4.25×10- 6 2.25×10- 8 0.0053 
稲田花崗岩２ 
平均粒径 

































図 4.10.2-5 透水係数の相関性（稲田花崗岩２の場合） 
 
(2) 適用性評価 
 BISQ 理論曲線をフィッティングさせた結果から検討した結果をまとめたものを表 4.10.2-3
と表 4.10.2-4 に示す。 









間隙率も BISQ 理論適用の限界を決める１つの要因になると推定される。 
  








間隙率：    × 
パラメータ L：△ 
透水係数：  × 
（Dvorkin による
値の場合） 









間隙率：    × 
パラメータ L：△ 
透水係数：  ○ 
（粒径の場合） 
 








間隙率：    × 
パラメータ L：△ 
透水係数：  × 
（平均空隙径の
場合） 









硬質頁岩 硬質頁岩 （フィッティング未実施） 
備 考 
間隙率について）×：間隙率と透水係数の相関性が低い場合 
パラメータ L について）△：今回の実験ではパラメータ L と透水係数の相関性が判断できなかった場合 
透水係数について）○：室内試験結果と比較し，その差が 10 倍以下の場合 
         ×：室内試験結果と比較し，その差が 10 倍より大きい場合 
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間隙率：    △ 
パラメータ L：△ 
透水係数：  ○ 
（平均空隙径の
場合） 










間隙率：   △ 
パラメータ L：△ 












間隙率：   △ 
パラメータ L：△ 
透水係数：  × 
 




間隙率：    ○ 
パラメータ L：○ 





稲 田 花 崗 岩 ２
（0℃） 
（平均開口幅） 
間隙率：    ○ 
パラメータ L：○ 
透水係数：  ○ 
（最大開口幅） 




間隙率：   ○ 
パラメータ L：○ 
透水係数：  × 
（平均粒径） 
間隙率：   ○ 
パラメータ L：△ 
透水係数：  × 
稲 田 花 崗 岩 ２
（300℃） 
（平均開口幅） 
間隙率：   ○ 
パラメータ L：○ 
透水係数：  × 
（最大開口幅） 




間隙率：   ○ 
パラメータ L：○ 
透水係数：  × 
（平均粒径） 
間隙率：   ○ 
パラメータ L：△ 




稲 田 花 崗 岩 ２
（600℃） 
（平均開口幅） 
間隙率：   ○ 
パラメータ L：○ 
透水係数：  × 
（最大開口幅） 




間隙率：   ○ 
パラメータ L：○ 
透水係数：  × 
（平均粒径） 
間隙率：   ○ 
パラメータ L：△ 





パラメータ L について）○：パラメータ L と透水係数の相関性が高い場合 
           ×：パラメータ L と透水係数の相関性が低い場合 
△：今回の実験ではパラメータ L と透水係数の相関性が判断できなかった場合 
透水係数について）○：室内試験結果と比較し，その差が 10 倍以下の場合 
         ×：室内試験結果と比較し，その差が 10 倍より大きい場合 
































































(1)間隙率 0.758（室内試験の結果）を使用した場合    (2)間隙率を 0.700 と仮定した場合 






・稲田花崗岩２（0℃）の場合：パラメータ L が平均開口幅または最大開口幅の場合 
・稲田花崗岩２（300℃）の場合：パラメータ L が最大開口幅の場合 
・稲田花崗岩２（600℃）の場合：パラメータ L が平均粒径の場合 
 既存文献によると，図 4.10.2-7 に示すような結果がある。 



























































































く な る こ と が 挙 げ ら れ る 。 し か し ， BISQ 理 論 に よ る と ， P 波 速 度 (m/s) ：
fs
p













4.12.2 数値実験 1 








No.1 No.2 No.3 No.4
No.5 No.6 No.7 No.8
 



































図 4.12.2-2 (a)の弾性波速度と分散特性 
仮想透水場に対して，原位置での透水試験を行ったものと想定し，図 4.12.2-1 の No.1 から
No.8 の 8 カ所において模擬的に透水係数を計測して透水係数を与えた。設定した透水係数はそ
れぞれの領域内のメッシュの平均値とした。測定状況を図 4.12.2-3 に示し，計測値を表 
4.12.2-1 にまとめた。次に，複数の周波数における模擬的に弾性波トモグラフィを計測したも
のとして弾性波速度分布を作成した。ここでは図 4.12.2-2 に示す A，B，C の 3 種類の周波数
で計測したと仮定した。表 4.12.2-2 に示す平均透水係数別の弾性波速度は，図 4.12.2-2 の弾
性波速度分散曲線と計測周波数Ａ，Ｂ，Ｃの交点から求めた。具体的には，表 4.12.2-2 の弾性
波速度値を用いた線形補間を行い，仮想透水場に対応する各々の弾性波速度を算出し，その値







No.1 No.2 No.3 No.4








図 4.12.2-3 模擬透水試験場所の透水係数 
 




















































相関性の強さを表す相関係数 R の 2 乗値は，(C-A)の場合が最も共相関性が強い。 
③ 各周波数での組み合わせについて，図 4.12.2-7 で求めた共相関関数を用いて各要素
の透水係数を算出し，透水場を構築した結果を図 4.12.2-8 と図 4.12.2-9 に示す。 
④ 仮想透水場と構築した透水場の比較・検討を行うために，横軸に仮想透水場の対数
値を，縦軸に構築した透水場の対数値をプロットした結果を図 4.12.2-10 に示し，





































(a) 周波数 A 












(b) 周波数 B 













(c) 周波数 C 
 
































































































図 4.12.2-6 ３種類の周波数による弾性波速度の平均分布 
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図 4.12.2-9 弾性波速度の平均分布から構築した透水場 
 
(a) B-A R2=0.77174 













(c) C-B   R2=0.54929 













(b) C-A   R2=0.94238 













(d) 平均    R2=0.65551 



























10-10m/s の 3 種類を設定し，分散値 0.1 の対数正規分布を発生させた。図 4.12.3-1 には，仮
想透水場の対数透水係数分布を，また，図 4.12.3-2 に各透水係数の領域から得られる弾性波
速度の分散特性を示す。 
















No.1 No.2 No.3 No.4
No.5 No.6 No.7 No.8
 
図 4.12.3-1 数値実験２で設定した仮想透水場 









































図 4.12.3-1 の No.1 から No.8 の 8 カ所において模擬計測し，それぞれの領域内のメッシ
ュ平均値を透水係数の測定値とし，図 4.12.3-3 に示した。透水係数は表 4.12.3-1 に示し
た。次に，複数の周波数における弾性波速度場を擬似的に計測したものとして，弾性波速
度分布を作成した。ここでは複数周波数として，図 4.12.3-2 に示す A，B，C の 3 種類の
周波数で測定したと仮定した。表 4.12.3-2 に示す平均透水係数別の弾性波速度は，図 
4.12.3-2 の弾性波速度分散曲線と計測周波数との交点から求めた。速度分布は数値実験１
と同様に，弾性波速度値を線形補間して，仮想透水場に対応する各々の弾性波速度を算出
し，その値を計測値とした．その結果を図 4.12.3-4 に示す。 
 



















































C-A，C-B）と 3 周波数の弾性波速度平均のケースを考慮した。その結果を各々図 







③ 各周波数における組み合わせについて，図 4.12.3-7 で求めた共相関関数を用いて各
要素の透水係数を算出し，透水場を構築した結果を図 4.12.3-8 と図 4.12.3-9 に示
す。 
④ 仮想透水場と構築した透水場の比較・検討のために，図 4.12.3-10 に両者の相関を
































(a) 周波数 A 














(b) 周波数 B 














(c) 周波数 C 


























































































図 4.12.3-6 ３種類の周波数による弾性波速度の平均分布 
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図 4.12.3-9 弾性波速度の平均分布から構築した透水場 
 
(a) B-A  R2=0.85089 











(c) C-B   R2=0.98755 











(b) C-A   R2=0.97080 











(d) 平均    R2=0.986134 



















































































































図 4.13-1 本手法による透水場構築の手順 
 
















大きくなると考え，岩盤中の亀裂の長さを BISQ 理論の Squirt Length に置き換えても成立す
るとした。実スケールでは，対象とするスケールにおいて，特長的な水みちが岩石供試体より










グリムゼルテストサイト（以下 GTS と略す）で原位置試験を実施した。 
GTS での原位置試験の手順として，最初に小規模の試験対象エリアにおいて，透水場構築手
法の適用性を確認するための予備試験を実施することとした。予備試験では，まず，２本の近

































図 5.1-1 原位置試験の流れ 




GTS は，1984 年にスイス放射性廃棄物管理共同組合（National Cooperative for the 
Disposal of Radioactive Waste，以後 NAGRA と略す） によって設置された地下研究所で，






に lamprophyre（ランプロファイヤー：コウ班岩）の貫入が認められる。一部には S ゾーン（図
中 S1,S2,S3）と呼ばれる北東－南西方向の低速度，高透水ゾーンと K ゾーンと破砕帯（図中
K2）が分布する。母岩の P 波速度は概ね 5km/sec，健岩部の透水係数は 10-12～10-14m/sec で
ある。S ゾーンでは，P 波速度が 4km/sec 程度，透水係数が 10-8～10-9m/sec を示す。 
今回の試験場所は最奥部に位置し（図 5.2.1-1 中○印の部分），約 20m の間隔でほぼ並行す
るアクセストンネルとラボラトリトンネルをシアゾーンが横断している。 
図 5.2.1-3 に試験場所の拡大図を示す。原位置試験には図中に示した GAM Orthogonal サイ
ト（以下 GAM サイトと呼ぶ）を利用した。なお，GAM は Marshall & Lunati(2006)の既往研
究である”Gas Migration Experiments”に由来している。 
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図 5.2.1-1 グリムゼルテストサイト（GTS）の案内図（左図）および試験位置図（右図） 
 
 
図 5.2.1-2 GTS の地質構造図（Majer et al 1990） 
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GAM サイト周辺では，表 5.2.2-1 に示した 26 本のボーリング調査が実施されており，

















② GAM サイト 




表 5.2.2-1 GAM エリア周辺のボーリング孔 
 
注：AU83-034,FRI8701,FRI87-02,FRI87-03,GA89.01,TPF95-06 は GAM エリアの外側にある
FRI サイト（図 5.2.1-3 参照）のボーリングである。なお，G1S～G5S の６本はシアゾーンに
並行に掘削されており，シアゾーンを貫通していない。 
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図 5.2.2-2  シアゾーンを横切るボーリング孔の平面位置図 
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1.0m 1.5m 2.0m 2.5m 3.0m 3.5m 4.0m
4.5m
4.0m 4.5m 5.0m 5.5m 6.0m 6.5m 7.0m 7.5m 8.0m
Shear　Zone　拡大図  










図 5.2.2-4 パルス試験（Wyss 1996）から推定されたシアゾーンの透過係数分布図 
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ラボラトリトンネル
 











図 5.3.1-1  予備試験の測定位置（GAM エリア） 

















発振器 受振器  
図 5.3.2-1 実験装置概念図 
機器名称 仕 様 ・ 明 細 備  考 
ピエゾ発震器 φ44mm×200mm ケーブル長 100m、ITC 製 
コンピューター 8ch マルチ(同時)計測 Pentium133 
受振器ノイズフィルター 8ch 川崎製鉄製 
発震器用増幅器 200VA NF 回路設計製 
24ch 受振器 φ40mm×l 25m、 24ch、センサー間隔 1m ケーブル長 70m 
信号延長ケーブル 70ｍ、150ｍ  
オシロスコープ ソニーテクトロニクス 発震信号モニター用 
FFT アナライザー 小野測器 受振信号モニター用 
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5.3.3 計測ケース 
発震孔は GAM98-02 孔とし，深度 3.9ｍ～7.1ｍの区間で発振した。なお，発振間隔は 0.2ｍ
を基本としたが，シアゾーン付近では 0.1m に発振間隔を細かくした。発振信号は PRBS 信号
（Pseudo Random Binary Sequence，詳細は 5.9 項で説明）を使用した。受振孔は TPF95-01
孔とし，深度 2.7m～5.7m で受振した。受振間隔は 0.2ｍを基本とし，発振と同様に，シアゾ
ーン付近では 0.1m 間隔と細かく受振した。 
計測の周波数はＰ波速度が約 5km/sec であること，シアゾーンの幅が約 20cm 程度であるこ
とを考慮して，シアゾーンのサイズよりも波長が短い 31，52，78kHz の３種類の周波数とし




グラムを計算した。計算には SIRT 法を用いたインバージョン計算を行った。図 5.3.3-1 に，
GAM エリアの解析ジオメトリとメッシュを示す。実際のボーリング孔は，並行ではないので，





3 .9 m 7 .1 m
5 .7 m
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図 5.3.3-2 周波数 31kHz を用いた弾性波速度トモグラフィ結果 





























図 5.3.3-3 周波数 52kHz を用いた弾性波速度トモグラフィ結果 
 
 































図 5.3.3-4 周波数 78kHz を用いた弾性波速度トモグラフィ結果 
 
次に，各周波数の速度トモグラムの差分を計算した。図 5.3.3-5 に，31kHz と 78kHz の速
度差を計算した速度差トモグラムを示す。 































図 5.3.3-5 周波数 31kHz と 78kHz の速度差トモグラム 
 









次に， 31kHz と 78kHz の速度差トモグラムを示した図 5.3.3-5 からは，シアゾーンの形状
が単一周波数の場合と比較して，より鮮明に形状を把握できるのが確認できる。シアゾーンお
よび周辺では 10～30m/sec の速度差を示し，このスケールにおいて，31kHz と 78kHz の間で
速度分散が生じたことが認められる。これは室内試験の場合と比べて周波数帯は１オーダー低
































ハイドロフォンを 12 個配置して，計測の効率化を図った。本測定に使用した機器を表 5.4.2-1
示す。 
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表 5.4.2-1  計測装置一覧 












































度を最大で 5.6km/sec と設定し，1.5m 区間に２波長以上の波動を伝達させることとして，
最小の周波数は 10kHz（波長は 60cm）に設定した。高周波側は 100kHz とした。 
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図 5.4.3-1 に受振波形を示す。図中に初動(First Break)の読み取り位置を併せて示してい
る。また，図 5.4.3-2 に初動の到達時間を示す。図 5.4.3-2 から，21kHz から 41kHz にか
けて，初動が早くなる様子が認められる。このことは，この周波数帯で速度分散を起こして
いることを示すもので，予備試験で確認した 31kHz と 78kHz における速度分散と整合して
いる。よって，21kHz と 41kHz の区間を含む範囲で計測することとした。これには，震源
の定格周波数帯が 40kHz 程度まで，受振器に使用したハイドロフォンの定格周波数も同様
に 50kHz 程度までであることも考慮した。この結果を反映して，GAM サイトの測定周波
数は 10kHz，21kHz および 41kHz を基本とし，追加的に 59kHz および 83kHz による測定
とした。 
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図 5.4.4-1 弾性波速度計測に使用した計測装置とその構成 
 
表 5.4.4-1 計測周波数 
測定周波数 出力 スタック数 名称 
10.352kHz 340V 512 便宜上 10kHz とする 
20.704kHz 340V 512 〃 20kHz 〃 
41.408kHz 240V 512 〃 40kHz 〃 
58.560kHz 240V 512 〃 56kHz 〃 
82.816kHz 300V 512 〃 80kHz 〃 
 
 
図 5.4.4-2 伝達時間の計測方法 
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と R-24 との距離は，1.374 m であり，同様に，T-1 と R-2 の距離は 1.616 m である。その
ため，R-24 の x 座標は 1.374m ，R-2 の x 座標は 1.616m，その他の受振点の x 座標はこ










(constant head injection test)を行った。試験方法については，図 5.4.5-2 に示した。パル
ス注入試験は，比較的短期間に評価可能な加圧（あるいは除圧）試験であり，定圧試験，回
復試験は，長期的に透水性を評価する試験である。表 5.4.5-1 に，TPF95-01 孔および
GAM98-02 孔で実施した原位置透水試験の試験区間を示す。なお，TPF-4 および GAM-5 は
シアゾーンを含んでいる。また TPF-3 および GAM-4 は，ボアホールカメラで確認された小
規模の破砕帯を含んでいる。その他はマトリックス部分に位置する。 
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図 5.4.5-2 原位置透水試験の方法（A）:パルス注入試験，B)：定圧注入・回復試験 
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表 5.4.5-1 GAM サイトにおける原位置水理試験の試験区間 
ボーリング孔 試験区間 孔口からの深度(m) 試験区間長(m) 
TPF-1 (PI-1) 1.95 ~ 2.35 0.4 
TPF-2 (PI-2) 1.10 ~ 1.45 0.35 
TPF-3 (HI/HIS-1) 1.50 ~ 2.75 1.25 





TPF-5 (HI/HIS-5) 1.45 ~ 1.98 0.53 
GAM-1 (PI-4) 3.03 ~ 3.50 0.47 
GAM-2 (PI-3) 2.00 ~ 2.53 0.53 
GAM-3 (PI-5) 2.50 ~ 3.03 0.53 




GAM-5 (HI/HIS-4) 6.23 ~ 6.70 0.47 
*PI: パルス注入試験(pulse injection test)， 







ス注入試験(PI)では，Bredehoeft & Papadopulos(1980)解法を，定圧注入試験では Jacob & 
Lohman(1952)解法を，そして注入後の回復試験には Agarwal(1980)解法を用いた。本図の
うち，TPF-4 および GAM-5 はシアゾーンを含んだ計測区間のデータであり，マトリックス
部分と比べて圧力が低い様子が見られる。透水試験の評価方法は，代表的な解析解によるフ
ィッティングを行った。解析例を図 5.4.5-4 に示す。 
水理試験解析結果として得られた透水係数を表 5.4.5-2 に示す。シアゾーンを含む TPF-4
では 3.6E-9m/sec を,GAM-5 では 1.7E-7m/sec を示し，マトリックス部分よりも高透水性を
示している。透水係数の評価結果は，場所によって大きく異なり，高透水性となるシアゾー
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に 5 桁程度のばらつきのある透水分布を示していることがわかる。 
 
 
(a) TPF 95-01 孔の圧力変動 
 
(b) GAM 98-02 孔の圧力変動 
図 5.4.5-3 TPF95-01 孔および GAM98-02 孔の水理試験中の圧力経時変動図 
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(a) TPF95-01 孔の PI-1 試験圧力変動 
 
(b) TPF95-01 孔の PI-1 試験の解析結果(太実線：計測，薄破線：解析) 
 
 (c) GAM98-02 孔の HI-3 試験の圧力 (d) GAM98-02 孔の HI-3 試験の解析結果 
 および圧力微分 (黒三角：計測，赤破線：解析) 
 (黒三角：圧力変動，赤丸：圧力微分) 
図 5.4.5-4 水理試験による透水係数計算解析の例 
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表 5.4.5-2 GAM サイトにおける透水試験解析結果 
ボーリング孔 試験区間 透水係数(m/sec) 
TPF-1 (PI-1) 1.3E-12 
TPF-2 (PI-2) 2.7E-11 
TPF-3 (HI/HIS-1) 3.6E-9 
TPF-4 (HI/HIS-2) 5.0E-9 
TPF 95-01 
(受信側) 
TPF-5 (HI/HIS-5) 1.9E-12 
GAM-1 (PI-4) 2.5E-11 
GAM-2 (PI-3) 7.9E-11 
GAM-3 (PI-5) 1.3E-11 
GAM-4 (HI/HIS-3) 9.0E-10 
GAM 98-02 
(送信側) 
GAM-5 (HI/HIS-4) 1.7E-7 
*PI: パルス注入試験(pulse injection test)， 
HI/HIS: 定圧注入/回復試験(constant pressure injection/recovery test) 
 
 
図 5.4.5-5 孔口からの距離と透水係数分布 
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5.4.6 透水トモグラムの構築 
(1) 速度差トモグラムの構築 
図 5.4.6-1 には，10kHz から 80kHz までの速度トモグラフィ結果を示している。図中
の実線は，フォワード計算の波線の例を示している。また，図の右側が受振側のボーリン









10kHz と 20kHz の速度トモグラムには速度構造にほとんど変化が認められないことから，
この周波数間では速度分散が生じてないものと判断した。そこで，図 5.4.6-3 に示したよ




















図 5.4.6-1 GAM エリアの周波数毎の速度トモグラム 








図 5.4.6-2 GAM エリアの周波数毎の受信波形周波数分析結果 
 
 







図 5.4.6-3 GAM エリアの速度差トモグラム（40kHz と 20kHz の差） 
 
(2) 透水場構築 
TPF95-01 および GAM98-02 孔の原位置水理試験の透水試験解析結果を表 5.4.6-1 に再
掲する。それぞれ 5 地点の試験区間より合計 10 個の透水係数値が得られており，これらの
原位置の透水係数データをコンディショニング条件として，透水場を構築する。ただし，
GAM-2 試験区間は，トモグラフィ解析領域の外側になるため，解析に用いていない。図 
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ために，今回は各グリッドの弾性波速度値の平均および中央値とその区間の透水係数を対応
させて相関関係を求めた。 




















本試験で求めた透水場は，図  5.4.6-7 に示すようにシアゾーン付近では，全体的に
10-8m/sec オーダー前後の高透水性を示すゾーンが認められる。また，GAM98-02 内で実施
したボアホールカメラ観察で検出された小規模の破砕帯付近でも，TPF95-01 側にやや
10-9m/sec オーダーのやや高透水部が認められる。本図に TPF95-01 のコア観察図を示す。
この図ではシアゾーン部分を四角で囲んで示している。 
GAM98-02 の孔内透水試験の結果では，シアゾーンでは 1.7E-7m/sec が得られているこ
とから，ほぼ同程度の透水係数が表示できており，また，TPF95-01 のシアゾーンにおける
透水係数は，5.0E-9m/sec で，GAM 側よりも透水係数が低い様子も認められる。さらに，











図 5.4.6-4 20kHz と 40kHz の速度差トモグラフィおよび弾性波トモグラフィ解析のジオメト
リと透水試験区間 
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表 5.4.6-1 グリムゼルの GAM サイトにおける透水試験解析結果（再掲） 
ボーリング孔 試験区間 透水係数(m/sec) 
TPF-1 (PI-1) 1.3E-12 
TPF-2 (PI-2) 2.7E-11 
TPF-3 (HI/HIS-1) 3.6E-9 
TPF-4 (HI/HIS-2) 5.0E-9 
TPF 95-01 
(受信側) 
TPF-5 (HI/HIS-5) 1.9E-12 
GAM-1 (PI-4) 2.5E-11 
GAM-2 (PI-3) 7.9E-11 
GAM-3 (PI-5) 1.3E-11 
GAM-4 (HI/HIS-3) 9.0E-10 
GAM 98-02 
(送信側) 
GAM-5 (HI/HIS-4) 1.7E-7 
*PI: パルス注入試験(pulse injection test)， 
HI/HIS: 定圧注入/回復試験(constant pressure injection/recovery test) 
 
 
図 5.4.6-5 透水試験区間内の弾性波速度値のボックスチャート図 
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図 5.4.6-6 透水係数との相関図 
 
 






























(1) GAM エリアのシアゾーンに着目した透水場構築 






析手法により構築している。図 5.5.1-1 に GAM エリア周辺の破砕帯及び周辺岩盤の概念
モデルを示す。本図では，GAM シアゾーンは幅 1m 程度の広がりを持ち，そのうち，今
回の試験対象とした部分は，特に亀裂が大きく透水性が高い部分としている。本図に，今
回の弾性波トモグラフィの計測位置を図中丸印で示した。水理試験により構築した水理構
造から，トモグラフィ計測エリア近傍の TPF95-01～04 の透過係数を 1.0E-9 から
1.0E-11m2/sec としており（図 5.2.2-4 参照），このモデルにおいても比較的透水性が高い
部分として示されている。 
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(2) 従来手法と透水トモグラフィの結果の比較 
地質構造モデルから構築した水理場と弾性波速度差と透水係数の関係から得られた水理






























log10 of the hydraulic conductivity in m/s












図 5.5.1-2 GAM サイトの透水トモグラム 
（左：従来の地質からの推定，右：弾性波速度差から得られたトモグラム） 
 GAM98-02  GAM98-02  TPF95-01  TPF95-01 















5.5.2-2 の左図で示した，直径 52mm の 5 つのパッカーからなるマルチパッカーシステム
（MMPS）を使用した。この装置は 20cm ピッチで 5 区間において透水係数を測定するこ
とが可能である。 
水理試験では，GAM98-05 孔内の図 5.5.2-3 に示す位置に MMPS を設置した。本図で
示したように，計測は２回実施した。装置の設置位置はそれぞれ，レイアウト１およびレ




および TPF95-01 孔の水圧測定データを図 5.5.2-7 に例示する。 
測定では，水圧の安定を確認後，パルス注入試験と定圧注入試験をレイアウト１で実施
した。第 1 段試験の水圧の回復を確認後，パッカーを収縮し，孔内装置をレイアウト２に
移動させた。引続きパルス注入試験と定圧注入試験からなる第 2 段試験を実施した。 
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図 5.5.2-1 透水トモグラフィ結果とボーリング孔配置 
 
 
図 5.5.2-2 GAM98-05 孔に設置した MMPS（左図）および GAM98-02 孔と TPF95-01 孔に
設置したトリプルパッカーシステム 
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図 5.5.2-4 レイアウト１のパルス試験データ 
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図 5.5.2-5 レイアウト２のパルス試験データ 
 
図 5.5.2-6 レイアウト２の定圧注入試験の例（INT-2） 
  172 
 
図 5.5.2-7 観測孔 TPF95-01 と GAM98-02 における孔内装置の設置位置 
図 5.5.2-8 パルス試験中の GAM98-02，TPF95-01 孔の水圧変化データ例 
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(2) 透水試験結果 
a. 解析方法 
パルス試験データは Bredehoeft and Papadopulos (1980)の方法により解析した。 
定圧注入試験は，対数時間に対する正規化した揚水データ(Δh/Q)の流速をプロットして
解析した。透水係数は，Jacob & Lohman (1952)による直線近似（SLA）を用いて評価し
た。同様の手順により，リカバリー時間を“Agarwal time” (Agarwal, 1980)に変換して，
圧力回復データの解析を行なった。 
b. レイアウト 1 の GAM98-05 インターバル解析 
レイアウト１のパルス試験の結果を表 5.5.2-1 に示す。試験区間は孔底から，INT-1～5 の順
に配列している。また，定圧注入試験の結果を表 5.5.2-1 に示す。定圧注入試験はシアゾーン
を含む INT-1 で実施した。 
 
表 5.5.2-1 GAM98-05 のパルス試験結果（レイアウト１） 
Tested borehole Unit INT-1 INT-2 INT-3 INT-4 INT-5 
Test number  PI-1-1 PI-4-1 PI-2-1 PI-5-1 PI-3-1 
Interval depths [m] 4.2-5.5 3.8-4.0 3.4-3.6 2.9-3.1 2.4-2.6 
Interval length [m] 1.3 0.2 0.2 0.2 0.2 
Initial Pressure [kPa] 91.4 95.1 81.2 91 92 
Injection Pressure [kPa] 553 535.8 547 529.5 558 
Injected volume [ml] 105.4 12.1 45.7 34.3 51.7 
Calculated T [m2/s] 7.1E-10 6.6E-12 1.1E-10 3.1E-12 3.5E-12 
Calculated k [m/s] 5.5E-10 3.3E-11 5.3E-10 1.5E-11 1.7E-11 
 
表 5.5.2-2 GAM98-05 の定圧注入試験結果（レイアウト１） 
Tested borehole  GAM98-05 
Test Number  HI-1-1/HIS-1-1 
Tested interval  1 
Interval depths [m] 4.2-5.5 
Interval length [m] 1.3 
Injection time period [sec] 2112 
Initial Pressure [kPa] 91.4 
Calculated T [m2/s] 3.7E-10 
Calculated k [m/s] 2.9E-10 
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c. レイアウト 2 の GAM98-05 インターバル解析 
レイアウト２のパルス試験結果を表 5.5.2-3 に示す。試験区間は孔底から，INT-1～5 の順
に配列している。また，定圧注入試験の結果を表 5.5.2-4 に示す。定圧注入試験は，INT-2
とシアゾーンを含む INT-3 で実施した。 
表 5.5.2-3 GAM98-05 のパルス試験結果（レイアウト２） 
Tested borehole Unit INT-1 INT-2 INT-3 INT-4 INT-5 
Test number  PI-8-2 PI-11-2 PI-9-2 PI-12-2 PI-10-2 
Interval depths [m] 5.3-5.5 4.9-5.1 4.5-4.7 4.0-4.2 3.5-3.7 
Interval length [m] 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 
Initial Pressure [kPa] 89.8 98.2 94.1 92.3 91.4 
Injection Pressure [kPa] 550 529.8 535 525.2 547 
Injected volume [ml] 5.6 39.5 35.4 5.6 9.5 
Calculated T [m2/s] 4.1E-12 2.9E-10 4.2E-10 6.7E-11 4.3E-10 
Calculated k [m/s] 2.1E-11 1.4E-9 2.1E-9 3.3E-10 2.2E-9 
 
表 5.5.2-4 GAM98-05 の定圧水理試験結果（レイアウト２） 
Tested borehole  GAM98-05 GAM98-05 
Test Number  HI-2-2/HIS-2-2 HI-3-2/HIS-3-2 
Tested interval  2 3 
Interval depths [m] 4.9-5.1 4.5-4.7 
Interval length [m] 0.2 0.2 
Injection time period [sec] 1760 1772 
Initial Pressure [kPa] 89.9 108.2 
Calculated T [m2/s] 3.6E-10 2.1E-10 
Calculated k [m/s] 1.8E-9 1.0E-9 
 
d. TPF95-01 孔の水理試験結果の比較 
弾性波トモグラフィ計測時に実施した TPF95-01 孔の水理試験結果を再現するために，図 




アゾーンの透水係数は 10-9m/sec のオーダーの値を示すものと考えられる。 
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ング孔の交点（深度 3.2m 付近）の近傍だけが示されている。また，深度 4.5～4.7m 付近
の縦線は，シアゾーンの位置を示している。 
計測された透水係数は，1.5E-11 m/s から 1.6E-9m/s まで分布しており，シアゾーンと
母岩の明瞭なコントラストは認められない。孔内透水試験の結果をまとめると以下のよう
に示すことができる。 
・ 孔口から 2.4～3.1m，3.8～4.0ｍおよび 5.3～5.5m に位置するマトリックス部分の透水
計数値は，1.5E-11m/sec～3.3E-11m/sec が得られ，GAM98-05 孔内で最も透水性が低
い部分である。 
・ 孔口深度 4.5～5.1m 区間の透水係数は，1.5E-9 m/sec，1.6E-9 m/sec が得られ，ボアホ
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ールカメラの観察結果と併せて判断すると，ここでは GAM のシアゾーンの透水係数
を示しているものと考えられる。 
・ シアゾーン近傍で遷移帯の部分は，ボアホールカメラの観察結果から 4.0～4.2m の部分
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た。1E-11m/sec から 1E-9m/sec の領域ではトモグラフィで推定した値と，水理試験の結
果は良好に一致している。一方，1E-11m/sec 以下の低透水性の区間については，本手法で
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表 5.5.3-1 トモグラフィの比較結果 
トモグラフィによる透水係数(m/sec) 評   価 
1E-11 以下 透水試験では，最小で 1E-11m/s オーダー 
1E-11 ～ 1E-9 良好に一致する 













































図 5.5.4-1 弾性波速度差トモグラフィと TPF95-01，GAM98-02，GAM98-05 ボーリング孔
による透水試験を用いたトモグラフィ解析結果 
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5.6 スケール拡大への適用 






(1) FEBEX エリアの既存情報の整理 
FEBEX エリアは，図 5.6.1-1 に示す GTS の施設内に位置する試験サイトの名称である。
高レベル放射性廃棄物の人工バリア試験（Full-scale High Level Waste Engineered 
Barriers Experiment）に由来する。本地域には，図 5.6.1-3 に示すように，BOUS85001
および BOUS85002 の２本のボーリングを含めて 4 本のボーリングが存在する。広域の透








を表 5.6.1-2 に，透水試験の計測区間を図 5.6.1-3 に示す。 
 
表 5.6.1-1 周辺ボーリング孔 
Co-ordinates of borehole mouth Borehole Length [m] 
Azimuth 
[°] 
Dip angle [°] 
([-] = down) Y [667.___ ] X [159.___ ] Z 
US 85.001 149.60 290 -15.0 500.43 357.12 1728.05 
US 85.002 149.70 290 -15.0 481.92 287.84 1729.30 
FBX 95.001 76.70 275 -1.0 496.71 347.55 1730.00 
FBX 95.002 132.54 258 -1.2 493.49 338.67 1730.20 
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図 5.6.1-1 BOUS(FEBEX)試験エリア 
 
 
図 5.6.1-2 試験エリア地質状況 
・ (上左：破砕帯，上右：貫入岩，下左 86 mm コアで上から一般部，貫入岩，破砕部，中：86 mm コア（マ
トリックス部の quartz vein）右：impregnated shear zone (開口部は，breccia と断層ガウジで充填され
ている); 画像サイズ: 3 cm 
 
BOUS(FEB
  181 
表 5.6.1-2 透水係数計測データ （Guimerà et al., 1998） 
ボーリング孔 試験深度 試験範囲(m) 透過係数(T) 透水係数(K) 
BOUS85.001 I1 (83.50-150.00) 66.5 3.6E-10 5.41E-12 
BOUS85.001 I2 (73.00-82.50) 9.5 3.2E-09 3.37E-10 
BOUS85.001 I3 (11.50-72.00) 60.5 3.9E-10 6.45E-12 
     
BOUS85.002 I1 (114.00-150.00) 36 8.3E-10 2.31E-11 
BOUS85.002 I2 (111.00-113.00) 2 2.8E-08 1.4E-08 
BOUS85.002 I3 (90.00-110.00) 20 2.7E-09 1.35E-10 
BOUS85.002 I4 (60.00-89.00) 29 7E-08 2.41E-09 
BOUS85.002 I5 (54.00-59.00) 5 1.6E-08 3.2E-09 
BOUS85.002 I6 (13.00-53.00) 40 1.3E-07 3.25E-09 
  
 
図 5.6.1-3 ボーリング孔および透水試験計測区間のレイアウト 
 
(2) 地質構造 
ボーリングコア，トンネル壁面の観察・評価，孔内透水試験，さらに Albert et al.(1999)
が実施した孔間弾性波試験（図 5.6.1-4）の情報を基にして，地下水流動を表したフローモ
デルによる地質構造モデル（図 5.6.1-5）を構築した。ここで構成されている地質について
は，以下の 4 分類とし，透水性を表 5.6.1-3 のように設定した。 
· S ゾーン 
FEBEX エリアでは，支配的なシアゾーンであり，比較的透水性の高い特徴を有する。
走向は，GAM のシアゾーンとほぼ同じである。 
· K ゾーン 









図 5.6.1-4 に示した Albert et al.(1999)によって実施された孔間弾性波試験の結果のう
ち，Field US1 と表示された部分が FEBEX エリアである。FEBEX エリアの弾性波速度






から 111～113m の位置（表 5.6.1-2 参照）では，高透水の亀裂が認められており，低速
度の範囲はこの地点に相当する。 
 
表 5.6.1-3 FEBEX エリアの透水性の特性 
構造 透水量係数(m2/s) 透水性の連続性 
ランプロファイア 0.8 ～1.5E-9 不均質性が大きい。他の構造と関連している可
能性がある。 
S ゾーン 3E-9～8E-8  不均質でかつ連続性を示し，他の構造と広くつ
ながっている 
K ゾーン 1E-9～2.5E-8 不均質であるが，広がりは不明である。全体的
にはあまり大きな構造ではない。 
母岩 1.E-11 m/s 広域に広がる 
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図 5.6.1-4  Albert et al.(1999)による弾性波速度分布図 
 
 
図 5.6.1-5 フローモデルによる地質境界，Ｓゾーン，Ｋゾーン，ランプロファイヤの分布 
 






レイを用いた。トモグラフィ計測に使用した機器の一覧を表 5.6.2-1 に示す。 
 
表 5.6.2-1 計測装置一覧 
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(2) 計測 
 トモグラフィ計測に際し，BOUS85001 を発振孔，BOUS85.002 を受振孔とした。計測のジ
オメトリを図 5.6.2-1 に示す。計測システムを図 5.6.2-2 に示す。測定に先立って，図 5.6.2-1
に示した発振点 45，受振点 42 において，計測する周波数帯を判断するためにパラメータテスト
を実施した。発振信号には 5 波のバーストサイン波を使用した。使用した周波数を表 5.6.2-2 に
示す。 
図 5.6.2-3 に発振周波数 0.5kHz～10kHz の受信波形を示す。本図の 0 秒にはカップリングノ
イズが認められる。本図から 625Hz から 4kHz までの記録で波動の伝播が認められる。パラメ
ータテストの結果を踏まえて，トモグラフィ測定は，2.5kHz と 1.25kHz の 2 種類の周波数で実
施した。バースト波の波数はパラメータテストと同じく 5 波とし，スタッキング回数は 1024 回
とした。測定波形の一例として，起振孔の最深部 T45 に震源を設置し，受振孔の R22 から R43
までの受振記録を図 5.6.2-4 に示す。5 波の波の伝播が確認できるほか，図中波線で囲んだよう
にチューブ波の発生も認められる。チューブ波の発生位置と透水性亀裂位置とは関係があるとさ










図 5.6.2-1 透水トモグラフィ計測範囲と透水試験計測区間 
 
 













図 5.6.2-2 計測システムの概要 
 


















S/s：１秒間のサンプル数       
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Measure Date 2006.10.23~11.1 Stacks 1,024

















-1.0 0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0 6.0 7.0 8.0 9.0 10.0 11.0 12.0 13.0 14.0 15.0 16.0 17.0 18.0 19.0 20.0
time (ms)
 
図 5.6.2-3 パラメータテストの受振波形 
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表 5.6.2-3 計測の仕様 
周波数（kHz） 出力(Vpp) バースト波数 スタック数 
1.25 340 5 1024 
















































































表 5.6.3-1 解析で使用したローカル座標点 
 ボーリング孔 長さ x,y 座標 (cm) 
T01 BOUS 85.001 42m (0, 0) 
T45 BOUS 85.001 130m (0, 8800) 
R01 BOUS 85.002 50m (7092, 302) 
R43 BOUS 85.002 134m (6947, 8701) 
 












































































































図 5.6.3-2  FEBEX エリアの周波数 2.50kHz による速度トモグラム 
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図 5.6.3-5 既存資料からのフローモデルと速度断面，速度差断面の比較 
 
5.6.4 透水トモグラムの構築 
透水場の構築は，図 5.6.4-1(a)に示す既存の透水試験結果(BOUS85001 孔内で 3 区間，
BOUS85002 孔内で 6 区間)を利用した。同図(b)に速度差と透水試験値の相関図を示す。速
度差は，透水試験区間に対応する速度差断面のセルの平均値とした。相関関係の算出にあた
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性波トモグラフィ結果から総合的に検討した推定水理地質構造図とを比較して，図 5.6.4-3
図 5.6.4-3に示す。BOUS85001の10m付近からBOUS85002の80m付近およびBOUS85001
の 55m 付近から BOUS85002 の最深部に向けて，NE-SW 方向の比較的高透水なゾーンが
認められる。また，解析範囲南東の角付近(図の右上部付近)にも高透水ゾーンが認められる。
これらの位置には，推定水理構造図によるＳゾーン が多く分布している。また，低透水を
示す部分である BOUS85001 の 40m 付近から BOUS85002 の 70m 付近にかけては，推定
水理構造図において高透水を示唆する構造が少ない傾向が認められる。 
以上のことから，孔間距離 70m という実用的なスケールにおいて，震源の周波数が






























































図 5.6.4-1 (a)透水試験区間と速度差断面および(b)速度差と透水係数との相関。 
 













































































































資源探査分野では，Chen et al. (1990)によって，図 5.8.1-1 に示すように，32 個のダイナ
マイトを装填できるシステムが開発されたが，孔壁へのダメージや不発が発生するなどの安全
上の問題などにより，広く用いられなかった。 
              






や少量（10g 程度）のダイナマイトが孔内震源として利用される場合が多い。図 5.8.1-2 に，
米国イリノイ州の硬岩サイトで収録された少量のダイナマイト震源での記録例を示す（Dong 
and Toksoz, 1992）。 
 















       






資源探査分野では，米国 SWRI(Southwest Research Institute) が，大深度のボーリング孔




パーカー震源は，反力がないモノポール型の発震特性を有するので，P 波や SV 波を優勢に発




















図 5.8.1-5 IFP 社（当時）の重錘落下型震源の模式図と記録例（Beydoun et al.,1989） 
 
浮遊型震源は，孔壁に震源装置を圧着させないで，孔内水を介して振動を岩盤に伝達させる










                               
図 5.8.1-6 OWS 震源構造模式図（大矢, 1995） 
 


















商業用探査で一般的な震源として利用されている（Harris et al., 1995）。図 5.8.2-2 に本震源




（Yamamoto et al., 1995）。図 5.8.2-3 に，この手法で測定された異なる周波数の弾性波の伝
播状況を示す。また，磁歪型を利用した震源も同時平行的に開発が進められた。図 5.8.2-4 は
磁歪型震源で収録された記録例である（Khalil et al., 1993）。 
 




図  5.8.2-7 シリンドリカルベンダー震
源の構造模式図（Balogh et al.,1988） 
図  5.8.2-1 シリンドリカルベンダー震
源の記録例（Harris et al., 1995) 
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た孔間データの例を示す（Paulsson et al., 1998） 
 
図  5.8.2-2 PRBS コードによる記録例
（Yamamoto et al., 1995) 
図  5.8.2-3 磁歪型スイープ震源の記録
例（Khalil et al., 1993) 
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連続的なダイポール発震を行い，P 波，SV 波に加えて，SH 波の発震も可能にしているところ
が特徴である。図 5.8.2-5 に DOV の構造模式図と Conoco 社による実験でのデータを示す
（Hardage, 1992）。 
       
         （左）構造模式図        （右）記録例 





年に発案され，1980 年代後半に実用化のための研究開発が行われた（Rector et al., 1988）。
この手法は，ボーリング掘削中にリアルタイムで地下の情報を得る MWD(Measurement 
While Drilling) の一種として，地震探査を行う技術であることから SWD(Seismic While 
Drilling)と呼ばれている。この手法は，掘削中のドリルビットの振動を地表に設置した地震計
で観測し，同時にスイベルなどのボーリングマシンでモニターされた掘削振動との相互相関処




全性，経済性の観点からも大きなメリットがある（Borland et al., 1997）。 
掘削中のドリルビット振動のエネルギーや周波数は，掘進条件や地盤条件に強く依存するた
め，一般的な孔内震源として利用することは難しいが，これまでの VSP 探査の例では，深度
数 1000m での探査実績が報告されている（Borland et al., 1997, Taylor et al., 2005）。図 
5.8.2-6 (b)に一例を示す（Borland et al., 1997）。 
 
         
        (a)概念図         (b)地表反射法断面に挿入された VSP 解析結果 
図 5.8.2-6 SWD の概念図と VSP 解析結果（Borland et al., 1997) 
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示されている。図 5.8.3-1 にその結果を示す。 
 
   
      

























































































































































































とが考えられた。Terfenol-D はアメリカの ETREMA 社の製品で，テルビウム 0.27，ディス





使用できると考え，振動子には Terfenol-D を導入した。 
 
図 5.9.1-1 磁界中における磁歪材料の変化（モリテックスホームページより引用） 
 
(3) 信号圧縮方法 
一定の周波数で振動させるために，信号圧縮の方法として，PRBS（Pseudo Random Binary 
Sequence）コードを導入した。PRBS コードは図 5.9.1-2 に示すように，1 と 0 の連続したコ
ードであり，(a)クロック周波数 fc と(b)コード長 2n-1 で設定された信号の積である。このコー


















(b)0 波長ずらして自己相関関数を計算  
図 5.9.1-3 PRBS の自己相関計算例 
 
このようにして求めた PRBS の自己相関関数Φを図 5.9.1-4 に示した。時間のずれ(LAG)は
0 の時にピークが現れ，その他は－１である。すなわち，PRBS コードの長さを周波数で除し
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た時間(2n-1)/fc =31/fc を周期としてピークが繰り返し現れることがわかる。 





図 5.9.1-4 発震側と受振側の相互相関関数 
 
実際に発震器から出す波形は，正弦波と PRBS コードの積を用いており，図 5.9.1-5 に示す
ように，PRBS コードの値が 0 の時に正弦波の位相を 180 度変換して発震する。この正弦波と
PRBS コードの積を PRBS 信号と呼ぶ。 
 
 





























図 5.9.2-3 振動子の伸縮に伴う共鳴器の振動とボーリング孔内水の動き 
 
  












                              
ここで，SP：電圧感度(dB re 1V/μPa)，VH：受振電圧(V)，VP：印加電圧(V)，dPH：器

































































グ孔（図 5.9.2-7 中の赤線）は鉛直孔，受振孔として使用したボーリング孔（図 5.9.2-7 中の
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青線）は斜孔であり，両孔はねじれた位置にある。使用した起振周波数は，0.5 kHz から 6.0 kHz
で，ねじれの位置にあるため，伝播距離は 70m から 200m の間に分布する。図 5.9.2-8 に受
信した波形記録の一例を示す。起振深度は 2kHz のときが孔口から 72m の位置で，それ以外
では孔口から 30m の深度で計測した。本図から，小型震源の発信エネルギーが最大となる
3.5kHz の場合で，約 23 ミリ秒付近まで波動が得られていることが認められる。GTS の岩盤
の平均的なＰ波速度が 5km/secであることから，115m 程度の伝達能力と概算できる。よって，








図 5.9.2-7 小型震源の伝播性能試験の実施位置図（GTS：グリムゼルテストサイト内） 
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(1)周波数 2.0kHz の場合         (2)周波数 3.5kHz の場合 







作した。表 5.9.3-1 に小型震源と大型震源の仕様を，図 5.9.3-1 に大型震源の概要を示す。 
 
表 5.9.3-1 大型震源と小型震源の仕様比較 
項目 大型震源 小型震源 
電圧感度 140dB (re 1uPa/V) 130dB (re 1uPa/V) 
中心周波数域 500Hz～4,500Hz 3500Hz 
寸法 外径 120mm，長さ 2,000mm 外径 80mm，長さ 600mm 
共鳴器個数 4 個 1 個 









音響計測機器試験場）で実施した。図 5.9.3-2 に示すように，試験結果から，設計値の 140dB





図 5.9.3-2 水中での出力試験結果 
 
(3)  大型震源の改良 
大型震源の出力感度が小型震源と比較して大きな成果が認められなかった原因として，水中
での性能試験結果を踏まえて，以下に挙げる２点を抽出した。 






















(1)共鳴器内に水を充填した場合      (2)共鳴器内に空気を充填した場合 

































孔を利用して波動伝播試験を実施した。試験には図 5.9.3-5 に示すように，#2 孔を起振孔，#5
孔を受信孔として，孔間距離 110m の区間で実施した。大型震源は#2 孔の深度 300m に設置
した。受振器には PSI 社製の 24 連ハイドロフォンを用いた。受振点間隔は 5m である。受振
器は#5 孔の深度 179m から 294m に設置した。表 5.9.3-2 に使用機器を示す。図 5.9.3-6 に伝
播試験結果を示す。0.5kHz と 1kHz の記録から，受振点全体にわたって初動が明瞭に計測さ
れていることが認められる。2 kHz の記録では浅部に設置した受振器の初動が読み取りにくく
なるとともに，深部に設置した受振器からは，後続波の振幅が大きくなっている様子が認めら
れる。2kHz と 3kHz の記録では，初動はほとんど認められず，深部に設置した受振器で後続
波の一部が認められる程度であった。また，図 5.9.3-7 には 3kHz のデータ以外の各周波数の
スペクトルを示す。0.5 kHz の場合には 300Hz に，1.0kHz の場合には 300Hz と 800Hz にピ
ークが見られた。一方，2 kHz では 300Hz から 1800Hz でエネルギーが分布している様子が
見える。この結果から大型震源は 110m の孔間距離において 2kHz 程度までの周波数帯で使用
できる装置であることが確認できた。 
 
表 5.9.3-2  大型震源の波動伝播試験時の使用機器 




















最大調整圧力 30MPa(深度 300m に相当) 
幅 2400mmx 奥行き 600mmx 高さ 1700mm 
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図 5.9.3-7 震源別周波数スペクトル図 
 
(5) 耐久性能の検討 



























































図 5.10.1-1 デバイン試験場の位置図 
 
 









図 5.10.1-3 試験場内の推定地質断面図（テキサス大学 HP 資料に加筆） 
  
また，確証試験は，深度 800～2000 フィート（以後 ft）（おおよそ 240～600m）の区間を
対象に行った。この対象区間内では，新生代第三紀と中生代白亜紀の堆積物が分布している。
第三紀の堆積物はWilcox層群，中生代の堆積物はNavarro層群と Sun Miguel累層，Anacacho
石灰岩である。Navarro 層群には既往資料に石油・ガス胚胎層の記述のあった Olmos 砂岩が
含まれている。 
テキサス大学の地質研究室がまとめたテキサス州の地質アトラス・サンアントニオ版には，





100m 100m 200m 
Wilcox Group 
Navarro Group 
San Miguel Formation 
Anacacho Limestone（石灰岩） 
Del Rio Clay（粘土･頁岩） 
Edwards Limestone（石灰岩） 
Georgetown Limestone（石灰岩） 
Eagle Ford Shale（頁岩） 
Austin Chalk（チョーク） 



















程度で全てあわせた層厚は 980ft 程度である。 
 さらに，デバイン試験場の水理特性については，デバインサイトに現れる地質のうち石油・
ガス胚胎層と考えられるのは，中生代の地質である Olmos sand 層，Sun Miguel 累層，Austin 
Chalk 層である。これらの石油・ガス胚胎層は周囲の地層よりも浸透率（透水係数）が高いと
考えられ，その値は Olmos sand 層では 0.07～10mD, San Miguel 累層中の砂岩では 0.1～
















トリコンビットを用いて掘削した。12-1/2in トリコンビットで深度 189ｍ:630ft まで削孔し，
10-3/4in のケーシングを 183ｍ：600ft まで設置し，セメンチングを行った。続いて 9-1/2in
トリコンビットで最終的には深度 655ｍ:2150ft まで削孔し，7in のケーシングを 640ｍ：2100ft
まで設置し，フルホールセメンチングを行った。掘削中は，孔内で実施する水理試験および検
層に支障を生じさせないように，地層，泥水，掘進荷重および回転速度などに留意し，孔壁の
健全性および鉛直精度の向上に努めた。また，深度約 189ｍ:630ft までは 10-3/4in のケーシン







表 5.10.2-1 に示す。また，本表をもとに作成した柱状図を図 5.10.2-1 に示す。 
 
表 5.10.2-1 地質観察結果 
640 ｆｔ 195 m ～ 670 ｆｔ 204 m 石灰岩
670 ｆｔ 204 m ～ 680 ｆｔ 207 m 石灰岩/砂岩
680 ｆｔ 207 m ～ 770 ｆｔ 235 m 砂岩
770 ｆｔ 235 m ～ 850 ｆｔ 259 m 石灰岩主体/砂岩/泥岩
850 ｆｔ 259 m ～ 920 ｆｔ 280 m 砂岩/泥岩/石灰岩（下部ほど石灰岩　少）
920 ｆｔ 280 m ～ 1000 ｆｔ 305 m 砂岩
1000 ｆｔ 305 m ～ 1230 ｆｔ 375 m 砂岩/泥岩
1230 ｆｔ 375 m ～ 1560 ｆｔ 475 m 砂岩/泥岩/石灰岩
1560 ｆｔ 475 m ～ 1980 ｆｔ 603 m シルト岩 砂岩/泥岩 Sun Miguel累層
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図 5.10.2-2 (2) 物理探査結果（No.10 孔）   
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        (左)弾性波速度      (右)間隙率 
 
図 5.10.2-2 (3) 物理検層結果（No.10 孔）   


































装置の使用と概要を表 5.10.2-2 と図 5.10.2-3 に示す。また，測定手順は，以下のとおり
とした。 
① ボーリングロッドを介して塩水循環させて試験区間の孔壁を洗浄した。 










表 5.10.2-2 透水試験装置の仕様 








寸法:φ330 mm × h500 mm 
最大許容圧力：1 MPa 
地上装置 
窒素ボンベ 充填圧力:15 MPa 
水圧計 







最大圧力：6 MPa (φ170 mm 時) 




























































総合的に判断して，表 5.10.2-3 のとおり選定した。 
 
表 5.10.2-3 透水試験の試験区間の概要 
試験区間（深度） 岩種 試験目的 
716 ft (218.4 m)- 733 ft (223.4 m) 砂岩 地質による違いを把握（砂岩の値の
取得） 
821 ft(250.4 m)- 838 ft(255.4 m) 石灰岩 地質による違いを把握(石灰質砂岩
の値の取得) 
















① 回復する水位 h(m)とその測定時間 t(s)を図 5.10.2-4 のようにプロットし，h-t 曲
線の漸近線から水位の回復がほぼ停止時の平衡水位 h0を求めた。 
② 図 5.10.2-4 に示すように，片対数グラフの対数目盛（縦軸）に水位差 s(m)（平衡
水位 h0とホース内の水位 h の差），算術目盛（横軸）に時間 t(s)をとり，両者に直
線の関係が確認できた 2 区間の勾配を次式により求めた。 
( ) ( )1221log ttssa −=  
ここで，a(1/s)：求める直線の勾配， 
直線上にある任意の 2 点の座標(t1,log s1)および(t2,iog s2) 
ただし，直線の関係が不確かな場合には，測定値を直線で近似したうえで 2 区
間の勾配を求めた。 
③ 透水係数 k(m/s)は，次式から算出した。 




ρ：塩水の密度(Mg/m3)  （=1.17 Mg/m3，孔内水に塩水を用いたため） 
 
    




試験結果の一例を図 5.10.2-6 に示す。また，解析の結果，得られた透水係数の一覧を表 
5.10.2-4 に示す。本表に示すとおり，得られた透水係数は，試験区間が砂岩と石灰岩の場
















図 5.10.2-6 試験結果の一例（logs-t，試験区間 1306-1323 ft の場合) 
 
表 5.10.2-4 透水試験結果一覧表 
試験区間（深度） 岩種 透水係数(m/s) 
716 ft (218.4 m)- 733 ft (223.4 m) 砂岩 3.81×10－10 
821 ft(250.4 m)- 838 ft(255.4 m) 石灰岩 1.31×10－10 
1306 ft(398.2 m)- 1323 ft(403.2 m) 砂岩石灰岩互層 
（砂岩優勢） 
1.02×10－8 





(1) 試験の概要  
堆積岩環境下における孔内震源（前記の本研究で開発した大型震源）の波動伝播能力を確認
することと，弾性波トモグラフィの測定仕様を決定するための試験を行った。波動伝播試験の






表 5.10.3-1 孔内震源の波動伝播試験の仕様 
項 目 仕 様 
受振孔 No.10 孔 
起振孔と孔間距離 No.9 孔）100m，No.2 孔）300m，No.4 孔）400m 
起振深度 414m と 253m 
受振深度 起振深度 414m の場合）350～454m 




表 5.10.3-2 孔内震源の波動伝播試験の実施内容 
No. 起震孔 受震孔 孔間距離(m) 起震深度(m) 受震深度(m) 周波数(Hz) 
1 #9 #10 100 253 200～304 500 
2 #9 #10 100 253 200～304 1000 
3 #9 #10 100 253 200～304 1500 
4 #9 #10 100 253 200～304 2000 
5 #9 #10 100 414 350～454 500 
6 #9 #10 100 414 350～454 1000 
7 #9 #10 100 414 350～454 1500 
8 #9 #10 100 414 350～454 2000 
9 #2 #10 300 253 200～304 250 
10 #2 #10 300 253 200～304 500 
11 #2 #10 300 253 200～304 750 
12 #2 #10 300 253 200～304 1000 
13 #2 #10 300 414 350～454 250 
14 #2 #10 300 414 350～454 500 
15 #2 #10 300 414 350～454 750 
16 #2 #10 300 414 350～454 1000 
17 #4 #10 400 253 200～304 250 
18 #4 #10 400 253 200～304 500 
19 #4 #10 400 253 200～304 750 
20 #4 #10 400 253 200～304 1000 
21 #4 #10 400 414 350～454 250 
22 #4 #10 400 414 350～454 500 
23 #4 #10 400 414 350～454 750 




図 5.10.3-1 孔内震源の波動伝播試験の位置図 
 
(2) 波動伝播試験の結果 




（孔間距離 100m の場合） 
起震深度 253m の波形記録を見ると，ほぼ水平な伝播方向の受震器では初動が確認できる。
しかし，その他の深度ではチューブ波などの後続波のみが認められる。また，起震深度 414m
の波形記録を見ると，受震深度 350m～454m の全区間で明瞭な初動を確認することができる。 
（孔間距離 300m の場合） 
起震深度 253m の波形記録を見ると，初動は確認できない。また，起振深度 414m の波形記
録を見ると，周波数 500Hz の場合に受震深度 386m～422m で初動が確認できる。その他の深
度では不明瞭ながらも連続する初動波形列が認められる。 
（孔間距離 400m の場合） 
起震深度 253m の波形記録を見ると，初動は確認できない。また，起振深度 414m の波形記












た。ただし，初動を確認できた孔間 400m の波形記録（図 5.10.3-4(3)）を見てわかるように，
初動が確認できる範囲が狭かったため，弾性波トモグラフィ計測を行うには範囲が狭いと考え










































































































































(3)周波数 500Hz，起振深度 414m の場合    (4)周波数 1500Hz，起振深度 414m の場合 
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(msec)時 間起振点位置=253.0m
shot253m_combined_1000hz.sg2  
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(3)周波数 500Hz，起振深度 414m の場合    (4)周波数 1000Hz，起振深度 414m の場合 
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(3)周波数 500Hz，起振深度 414m の場合    (4)周波数 1000Hz，起振深度 414m の場合 















表 5.10.4-1 弾性波トモグラフィ測定の仕様 
項 目 仕 様 





孔間距離 100m 300m 100m 
起振点 深度 382m～492m に 4m
間隔 
深度 300m～600m に 8m
間隔 
深度366m～574mに4m間隔 
受振点 深度 382m～492m に 4m
間隔 
深度 300m～600m に 8m
間隔 
深度366m～574mに4m間隔 
周波数 500Hz 1500Hz 500Hz 1500Hz （制御不可） 
サンプリング間隔 124μsec. 42μsec. 124μsec. 42μsec.  
 
 
図 5.10.4-1 弾性波トモグラフィ試験の実施位置図 
 
孔間距離 100m の場合 
（透水場の構築） 
孔間距離 300m の場合 
（透水場の構築） 




















定時に得られた波形記録の一例を図 5.10.4-3～図 5.10.4-5 に示す。発振信号には PRBS を使
用した。図 5.10.4-3 のうち，周波数 1500Hz のデータは，全体的に振幅が小さかったために
最大値を基準にして振幅調整を行った。また，走時読み取りを行う際，高周波成分のノイズに
よって走時のピークが読みにくくなるため，周波数 500Hz の場合は 600Hz，1500Hz の場合
は 1700Hz 以上のハイカットフィルタによって高周波成分を除いた。図 5.10.4-3 に示すとお
り，孔間距離 100m の場合には，ほぼすべての波形記録に初動を確認することができた。また，
図 5.10.4-4 は，孔間距離 100m の場合の周波数スペクトル解析をした結果を示す。本図から，
それぞれ 500Hz または 1500Hz 前後に周波数のピークが存在することが確認できる。一方，







(1)周波数 500Hz の場合         (2)周波数 1500Hz の場合 
図 5.10.4-3 大型震源による弾性波トモグラフィ測定時に取得した波形記録の例 
（孔間距離 100m，受振深度 434m の場合） 
   
(1)周波数 500Hz の場合          (2)周波数 1500Hz の場合 




(1)発振深度 396m の場合          (2)発振深度 508m の場合 
図 5.10.4-5 大型震源による弾性波トモグラフィ測定時に取得した波形記録の例 





















































































1 2 3 4
No.9孔沿 検層
 
(1)弾性波トモグラムによる比較        (2)ボーリング孔沿いの比較 
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② 検層により求めた P 波速度を，P 波の鉛直方向速度（Vv）とした。 
③ 366～472m の頁岩層を，検層結果をもとにして 3 層に区分した。 
④ 各深度の Vh/Vv 値を求め，層毎に平均した Vh/Vv 値を層毎の異方性係数とした。 
算出した各層の深度範囲と異方性係数を表 5.10.4-2 に示す。今回求めた異方性係数は，
Miller and Chapman(1992)が示した本試験場の異方性係数の 1.15～1.30 の範囲内にあること
がわかる。 
 
















このような斎藤 (1991)の方法を用いて異方性を考慮した結果を図  5.10.4-9 と図 
5.10.4-10 に示す。図 5.10.4-9 は，解析時に深度方向のストレッチングを施したので，水
平方向の速度(Vh)のトモグラムを異方性係数によって鉛直方向の速度(Vv)に変換したもの
である。また，図 5.10.4-10 は，Vv のトモグラムから，ボーリング孔沿いの弾性波速度
を抜出し検層結果の弾性波速度と比較して示したものである。これらを見ると，異方性を








































































(1)水平方向の速度(Vh)トモグラム     (2)鉛直方向の速度(Vv)トモグラム 


















































1 2 3 4
No.9孔沿 検層
 



















表 5.10.4-3 弾性波速度トモグラム構築時の条件 
項 目 条 件 
モデルグリッドの大きさ 4m×4m 
（震源位置と受振点の距離（4m）から） 
平均 P 波速度 2.5km/s 
モデル速度に対する下限と
上限 




(1)周波数 500Hz の場合 
 
(2)周波数 1500Hz の場合 
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    A：断面積，C：粘土含有率，φ：間隙率 




果として，両者とも No.10 孔での検層結果を適用した。 
 
図 5.10.5-1 中性子間隙率－密度のチャート例（物理探査ハンドブックより） 
 
b. 透水係数の算出結果 
前記図 5.10.5-1 に沿って，No.10 孔で得られた中性子間隙率と密度検層結果をクロスプロ














































(1)Navarro 層の場合            (2)San Miguel 層の場合 













































      (1)間隙率    (2)粘土含有率          (3)透水係数 

































     
























(1)マールの場合                (2)粘土の場合 



















     (3)砂岩の場合 









log10 of the hydraulic conductivity in cm/s









































































































































































表  6.2.1-1 地球統計学的手法の一般的手順 








































































図  6.2.1-1 バリオグラムの一例 
 
数に制約がある調査対象の 1 次データ（primary data)データを補完するため，調査密度の
高い 2 次データ(secondary data)を用いることがある。今回は１次データとして透水係数を，
2 次データとして弾性波速度を用いた。1 次，2 次データを用いた統計分析および相関分析結
果を以下に示す。図  6.2.1-2 左図に 1 次データとしての計測透水係数の対数ヒストグラムを，
同右図に，2 次データとして弾性波速度差（31-78kHz）のヒストグラムを示す。 
        
図  6.2.1-2 透水試験の透水係数データと弾性波速度差データ(31-78 kHz)のヒストグラム 
 261 
 













対数透水係数，-11.5，-10.5，-8.0 の 3 つを用いた。表  6.2.1-2 に各カットオフ値における
理論的モデルとその時のパラメータを整理する。 
 









-11.5 球 型 (spherical) 0.7 0.3 0.5 
-10.0 球 型 (spherical) 0.7 0.3 0.5 




(a) 1st インジケイター，カットオフ値：-11.5 
 
(b) 2nd  インジケイター，カットオフ値：-10.5 
 
(c) 3rd  インジケイター，カットオフ値：-8.0 











透水試験のみのデータを用いたクリギング手法により構築した透水場を図  6.2.1-5 に示す。
相関距離が短い場合と長い場合の例を示している。両ケースともに，透水場は平均化され，高
透水性のゾーンで現れるシアゾーンは再現できていないことが分かる。点は計測透水係数を表
す。弾性波速度差を補完的データとして用いるコクリギングの結果を図  6.2.1-6 に示す。クリ
ギング結果と比べ，シアゾーンがより明確に再現できることが分かる。 
   
 (a) 相関距離が短い場合 (b) 相関距離が長い場合 
図  6.2.1-5 クリギング手法による透水場の例 
 












波速度差データを 2 次データとして用た。図  6.2.1-7 にガウシアンシミュレーションによる透









































異なる 2 つのヒストグラムの定量的比較には，それぞれの累積密度を対応させる Q-Q 図が







    
    
 
図  6.2.1-10 各手法による透水場のヒストグラム 
  
   
 




  (a)  コクリギングとガウシアンシミュレーション  (b)  コクリギングとインジケイターシミュレーション 
 
 
 (c) ガウシアンおよびインジケイターシミュレーション   (d) 線形相関とインジケイターシミュレーション 










































































図  6.2.2-1 わが国における地下水の塩水化事例 
 





































図  6.2.2-4 沿岸域の地質環境課題 
 
(4) 沿岸域の地質環境調査の現状 

























































定機器を設計・製作し，水深 10m から 200m 程度の海域に適用する低床式スタンドアローン型












高 ← → 低
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発し（吉村他, 2002b,2003b,2004c），人工信号源を用いる 2.5 次元解析ソフトウェアと，太陽風
などによる自然界の電磁場を利用する MT 法の 3 次元解析ソフトウェアの 2 種類を整備してい
る。 




















の比抵抗に支配され，間隙率を φ，水飽和度を S，間隙水の比抵抗を ρW とすれば，岩石の比抵
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抗 ρRは，  
ρR＝a・φ-m・S-n・ρW  
で表される。ここで，a，m，n は岩石の性質に依存する定数であり，a は迂回係数，m は膠結




間隙の大きさや形状およびその分布状態を反映すると考えられる。Katsube and Hume (1983)
は，粘土鉱物を含まない岩石や地盤にも，液相との並列回路として固相－液相の境界に形成され
る表面伝導現象を考慮した電気比抵抗モデルが提案しており，これによると，岩石の比抵抗は， 
1／ρR ＝ 1／FρW ＋ 1／ρC 
  ρC ＝ dρSF 
  F ＝ aφ-m 
[ここで，ρC：表面容積比抵抗（媒質の比抵抗），F：真の地層比抵抗係数，d：間隙の幅，ρS：表面比抵抗] 
となる。 
鈴木 (2003)は，わが国の火成岩類や堆積岩類の試料を用いて，間隙水を様々な濃度の KCl 溶
液で置き換えた比抵抗測定を実施し，Archie (1942)，Katsube and Hume (1983)の関係の成立
する範囲の確認を行っている（図  6.2.2-10）。これによると，火成岩類および堆積岩類に共通し
て，下記が成立性するとしている。 




・ 間隙水の比抵抗が 1Ω・m 以下の低比抵抗の場合，岩石試料比抵抗と間隙水比抵抗の関係は









の対比を図  6.2.2-11 に示す。同図から次のことが読み取れる。 
・ 間隙水（地下水）比抵抗値 1Ω・m 以下，すなわち塩濃度の高い領域では，電磁法結果に
基づく算出値と地下水サンプル・孔内電気電導度検層結果による測定値とは良好な相関を
なす。 























図  6.2.2-6 海底電磁法受信装置（スタンドアローン型）と機器設置状況 
（吉村ほか（2006）より引用） 
 
図  6.2.2-7 浅海用海底電磁法受信装置（ケーブル型）（吉村ほか（2006）より引用） 
 
図  6.2.2-8 モンテレー湾地質図および試験場所（Greene and Kennedy, 1989; Greene and Hicks, 
1990 より転載および加筆） 
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図  6.2.2-11 ３次元電磁法解析結果に基づく地下水比抵抗値（推定値）と実測地下水比抵抗値
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